
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

8,327,000 8,327,000 8,327,000 24,981,000 9,839,000 9,839,000 29,517,000 9,839,000 9,839,000 9,839,000 9,839,000 39,356,000 93,854,000

8,327,000 9,726,000 9,435,000 27,488,000 9,839,000 0 37,327,000

5,501,128 7,876,262 7,596,000 20,973,390 0 0 20,973,390

8,327,000 8,327,000 8,327,000 24,981,000 9,839,000 9,839,000 29,517,000 9,839,000 9,839,000 9,839,000 9,839,000 39,356,000 93,854,000

8,327,000 9,726,000 9,435,000 27,488,000 0 0 9,839,000 0 0 0 0 0 37,327,000

5,501,128 7,876,262 7,596,000 20,973,390 0 0 0 0 0 0 0 0 20,973,390

目的
(何のために実施する
のか）

外国青年を招致することで、国際化時代に対応した人材の育成、特に児童生徒に外国人とのふれあいを通して、世界共通
語である英語を好きになる土壌を形成する。また、自国と外国との文化の違いを理解し、他文化を理解することで幅広い
視野を持つ人材の育成を図る。

外国青年を招致し、教育委員会の嘱託職員として任用する。小中学校の外国語に係る授業に指導助手(ALT)として派遣す
る。さらに、社会教育課が主管する国際交流事業に参加し、市民との交流を深める。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

各小中学校の外国語授業を受ける児童生徒、指導する教諭、国際交流ふれあい事業に参加する市民等。
市内小中学校にALTを派遣することで、英語を母国語としているALTの生きた英語を身をもって体験することができ、英
会話の力をつけるのに役立てるとともに、児童生徒が普段から外国人と交流することで、国際感覚を身につけさせる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 外国青年招致事業 平成14年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－1 学務課学校教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成14年度より国際化時代に対応した児童生徒の育成のため、外国青年を招致し、特に中学校の英語アシスタント（ＡLＴ）として派遣している。
令和2年度より小学校3～4年生で外国語活動、5～6年生で外国語（英語）が教科化されることに伴い、1名増員し現在は2名体制となっている。また、国際交流事業として、市民とふれあいをもち、市民の国際化への一助となっている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 9,839,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 9,839,000

予算計上額 9,839,000

予算計上額 9,839,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

報酬 6,880千円
費用弁償・旅費
976千円
消耗品費　80千円
役務費　62千円
負担金　329千円

報酬 7,040千円
費用弁償・旅費
1,838千円
消耗品費 120千円
役務費　64千円
負担金　664千円

報酬 7,320千円
費用弁償・旅費
1,225千円
消耗品費 120千円
役務費　68千円
負担金　702千円

報酬 7,740千円
費用弁償・旅費
1,193千円
消耗品費 120千円
役務費　88千円
負担金　698千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 ＡＬＴの交代が
あるため費用弁
償等増額計上

ＡＬＴの交代時
に係る費用弁償
等の減額計上

報酬単価の増

実績との比較
（増減理由）

コロナウイルス
感染症の関係
で、来日自体が
大幅に遅れたこ
とにより、報酬
等の支出額が
減ったため

帰国時・来日時
にコロナウイル
スによるホテル
隔離期間等が無
くなり、また中
学校担当ＡＬＴ
の交代が無かっ
たため、費用弁
償の支出額が
減ったため

ＡＬＴの交代時
がなかったため
費用弁償等の減
額
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の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 190 190 190 190 190 190 190 190 190

実績値 95 204 209

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 50.0 107.4 110.0

あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症に伴
いALTの来日が
大幅に遅れたこ
とや、臨時休校
等により、派遣
日数が大幅減と
なった影響によ
り指標は軒並み
減となったが、
小中学校に配置
された2名のALT
との触れ合いの
中で外国や言語
に興味をもち、
国際感覚を養う
土壌形成が図ら
れており、事業
実施の目的は果
たされている。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症に係
る、渡航制限や
隔離期間が大幅
に緩和され来日
もスムーズとな
り、勤務に関し
ても臨時休校等
も減ったことか
ら、前年に比べ
指標が大幅に回
復している。ま
た、小中学校に
配置された2名
のALTとの触れ
合いの中で外国
や言語に興味を
もち、国際感覚
を養う土壌形成
が図られてお
り、事業実施の
目的は果たされ
ている。

自己分析：
小中学校に配置
された2名のALT
との触れ合いの
中で外国や言語
に興味をもち、
国際感覚を養う
土壌形成が図ら
れており、事業
実施の目的は果
たされている。

判断理由：
当該期間の特に
令和3年度では新
型コロナウイル
ス感染症の影響
により来日が遅
れたり、臨時休
校となるなど、
派遣日数へは影
響が出た部分も
あったが、本事
業では児童生徒
が授業のみなら
ず日常から2名の
ALTとの触れ合う
中で英語を考え
ることやコミュ
ニケーションを
意識することで
自然と外国や言
語への涵養が図
られていること
から、事業実施
の意義は大きい
と考えられるこ
とから良好であ
ると判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：小中学校ALT年間派遣日数 指標の求め方：小中学校ALT年間派遣計画に基づく派遣日数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：小中学校ALT派遣達成率 指標の求め方：小中学校ALT派遣年間実績/小中学校ALT年間派遣計画

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/日）

190

成果指標１
（単位/％）

100

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
グローバル化が急速に進展し、外国語によるコミュニケーション能
力の向上などが課題となってきている中、令和2年度より小学校3年
生以上で外国語活動もしくは英語が教科化されているなど、本事業
は児童生徒が英語を学ぶ一助として、重要であると考えられること
から「現状のまま継続」と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

730,000 730,000 730,000 2,190,000 583,000 583,000 1,749,000 583,000 583,000 583,000 583,000 2,332,000 6,271,000

730,000 700,000 670,000 2,100,000 583,000 0 2,683,000

691,000 651,000 628,000 1,970,000 0 0 1,970,000

730,000 730,000 730,000 2,190,000 583,000 583,000 1,749,000 583,000 583,000 583,000 583,000 2,332,000 6,271,000

730,000 700,000 670,000 2,100,000 0 0 583,000 0 0 0 0 0 2,683,000

691,000 651,000 628,000 1,970,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1,970,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
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費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

児童数削減分に
よる減

児童数削減分に
よる減

児童数削減分に
よる減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

児童数の減少を
鑑み減額

児童数の減少を
鑑み減額

児童数の減少を
鑑み減額

児童数の減少を
鑑み減額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

交付金
小学校507千円
中学校223千円

交付金
小学校486千円
中学校214千円

交付金
小学校470千円
中学校200千円

交付金
小学校413千円
中学校170千円

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 583,000

予算計上額 583,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 583,000

予算計上額 583,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

児童・生徒が自ら課題を見つけ、自ら考え、主体的に判断し、課題を解決する資質や能力を育て、各教科で身につけた
知識や技能等を相互に関連付け、学習や生活において生かし、それらが総合的に働くようにする。

総合的な学習の時間の学習に係る消耗品費、備品費及び交通費等を助成。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

各小中学校の児童生徒。 児童・生徒各々の主体的及び創造的に課題を解決する力を身につけさせることができる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

地域や学校、児童生徒の実態等に応じて、横断的・総合的な学習や児童生徒の興味・関心等に基づく学習など創意工夫を活かした教育活動を実施するものとして開始された。
行財政改革により補助金交付金一律10％カットの方針で、平成17年度に削減、さらに平成20年度に10%削減されたが、児童生徒数の減少もあり大きな影響は生じていない。
また、近年は児童生徒数の減少傾向に鑑み予算を組んでいるため、徐々に予算額は減少しているがこれによっても大きな影響は無いところである。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 総合的な学習の時間交付金事業 平成14年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－1 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 730 730 730 707 707 656 656 656 656

実績値 691 651 628

計画値 76.0 76.0 76.0 77.0 77.0 78.0 78.0 78.0 78.0

実績値 80.6 80.6 88.4

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
学習活動への取
り組みに対する
評価は上がって
いることから、
地域の特色を活
かした学習や体
験型の学習が
しっかり行われ
ており、本事業
で培われた創造
性や生きた学び
が他の学習理解
に結びついてい
くものと考え
る。

自己分析：
学習活動への取
り組みに対する
評価は8割を維
持しており、地
域の特色を活か
した学習や体験
型の学習がしっ
かり行われてお
り、本事業で培
われた創造性や
生きた学びが他
の学習理解に結
びついていくも
のと考える。

自己分析：
学習活動への取
り組みに対する
評価は8割を維
持しており、地
域の特色を活か
した学習や体験
型の学習がしっ
かり行われてお
り、本事業で培
われた創造性や
生きた学びが他
の学習理解に結
びついていくも
のと考える。

判断理由：
本事業を通して
地域の特色を活
かした学習や体
験型の学習が行
われており、こ
の学習で培われ
た創造性や生き
た学びが他の学
習理解に結びつ
いていくものと
考えることから
良好であると判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
本事業は児童生徒が、知っていることやできることをどう使うかを
自らが考え、その思考力や判断力、表現力の向上、リーダーシップ
やチームワーク、感性など、人間性の向上を高めるなど、他の学習
とはまた違った生きる力や資質の向上を図るうえで必要な授業であ
り、活動への助成は今後も必要であることから「現状のまま継続」
とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

707

成果指標１
（単位/％）

77.0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：授業理解度
指標の求め方：全国学力・学習状況調査における小・中の設問「総合的な学習の時間では、自分で課題を立てて情報を集め整理して、調べたことを発表するなどの学習活動に取り組んでい
ると思う」に対して「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」と回答した児童生徒の割合

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：総合的な学習の時間交付金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,733,000 1,733,000 1,733,000 5,199,000 1,518,000 1,518,000 4,554,000 1,518,000 1,518,000 1,518,000 1,518,000 6,072,000 15,825,000

1,733,000 1,733,000 1,518,000 4,984,000 1,518,000 0 6,502,000

1,296,918 1,298,000 1,518,000 4,112,918 0 0 4,112,918

1,733,000 1,733,000 1,733,000 5,199,000 1,518,000 1,518,000 4,554,000 1,518,000 1,518,000 1,518,000 1,518,000 6,072,000 15,825,000

1,733,000 1,733,000 1,518,000 4,984,000 0 0 1,518,000 0 0 0 0 0 6,502,000

1,296,918 1,298,000 1,518,000 4,112,918 0 0 0 0 0 0 0 0 4,112,918

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

令和3年度につ
いては、新型コ
ロナウイルス感
染症による緊急
事態宣言及びま
ん延防止等重点
措置の対象と
なった期間にお
いて、授業中止
となり、その分
減額となった。

令和4年度より
学習塾で実際に
使用している指
導映像とテキス
トを取り入れ、
全学年同時に開
催することした
ため、委託料の
引き下げに繋
がった事により
減額となったた
め。

-

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 令和4年度より
取り入れた指導
映像併用授業に
より、全学年同
時に開催できる
ようになったた
め、委託料が引
き下がったこと
による。

前年度同額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

委託料 1,733千
円

委託料 1,733千
円

委託料 1,518千
円

委託料 1,518千
円

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,518,000

予算計上額 1,518,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,518,000

予算計上額 1,518,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

将来的な学力の土台となる小学校４～６年生の時期に、基礎基本の内容を学習できる機会を提供することで、望ましい
学習習慣の定着及び学力の底上げを図る。

民間学習塾の協力のもと、放課後に講師を公民館に招き、学校の授業の進度によらない基礎基本を学習できる機会とし
てテキストを配付し、講習を受講する。令和4年度からは、実際に学習塾で使用している指導映像及びテキストを使用し
講習を実施している。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内小学校4年生から6年生までの希望児童。 学力の底上げ及び家庭学習の習慣化。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

全国的な義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、砂川市における児童生徒の学力・学習状況を把握する平成28年度全国学力・学習状況調査が4月に実施され、全国・全道平均を下回っている結果となっていた。当該結果を踏ま
え、学習状況の改善が必要であることが分析により明らかとなり、家庭での学習状況や過ごし方についても全国・全道と比較し、市内の児童の学習時間は極めて少ない傾向が続いていたことから、望ましい学習を身に付けさせるための取組と
して、民間学習塾の協力のもと、放課後に講師を公民館に招き、学校の授業の進度によらない基礎基本を学習することで学力の底上げ及び家庭学習の習慣化を目指し、学習支援の取組として平成29年度より実施している。
また、令和4年度より、実際に学習塾で使用されている指導映像及びテキストを用いながら、講師の直接指導も行うなど改善を図っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 放課後学習サポート事業 平成29年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－1 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 16 16 16 18 18 20 20 20 20

実績値 8 8 8

計画値 85.0 85.0 85.0 87.5 87.5 90.0 90.0 90.0 90.0

実績値 87.8 83.0 90.1

あまり達成されていない

変わらない

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
市内の児童に係
る家庭学習の時
間が非常に少な
い状況に鑑み、
民間学習塾の協
力のもと、小学
4～6年生が国
語・算数の基礎
基本を学ぶ機会
を設けること
で、望ましい学
習習慣を身につ
けさせる手段と
して有効と考え
る。参加者数は
コロナ禍の影響
もあり減少した
が、今後もしっ
かり周知等を行
いながら動向を
注視する。

自己分析：
市内の児童に係
る家庭学習の時
間が非常に少な
い状況に鑑み、
民間学習塾の協
力のもと、小学
4～6年生が国
語・算数の基礎
基本を学ぶ機会
を設けること
で、望ましい学
習習慣を身につ
けさせる手段と
して有効と考え
る。参加者数は
コロナ禍の影響
もあり減少した
後、ほぼ横ばい
が続いている
が、今後もしっ
かり周知等を行
いながら動向を
注視する。

自己分析：
市内の児童に係
る家庭学習の時
間が非常に少な
い状況に鑑み、
民間学習塾の協
力のもと、小学
4～6年生が国
語・算数の基礎
基本を学ぶ機会
を設けること
で、望ましい学
習習慣を身につ
けさせる手段と
して有効と考え
る。参加者数は
コロナ禍の影響
もあり減少した
後、ほぼ横ばい
が続いている
が、今後もしっ
かり周知等を行
いながら動向を
注視する。

判断理由：
市内の児童に係
る家庭学習の時
間が非常に少な
い状況に鑑み、
民間学習塾の協
力のもと、小学
4～6年生が国
語・算数の基礎
基本を学ぶ機会
を設けること
で、望ましい学
習習慣を身につ
けさせる手段と
して有効である
ことから良好で
あると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
中々家庭学習が定着しない児童へ、家庭学習の習慣化へ繋がること
が目的であり、学習習慣や学力向上への一助となっていると考えら
れまた、利用児童や保護者へのアンケートでも継続して通わせたい
意見が１００％となるなど効果はあり、「現状のまま継続」とし
た。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

18

成果指標１
（単位/％）

87.5

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：授業理解度
指標の求め方：全国学力・学習状況調査における小学校の設問「国語、算数の授業の内容はよく分かる」の
問いに対して「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」と回答した児童の割合

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：平均参加児童数 指標の求め方：平均参加児童数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,035,000 1,035,000 1,035,000 3,105,000 1,052,000 1,052,000 3,156,000 1,052,000 1,052,000 1,052,000 1,052,000 4,208,000 10,469,000

1,035,000 1,266,000 1,197,000 3,498,000 1,121,000 0 4,619,000

412,000 337,400 322,800 1,072,200 0 0 1,072,200

1,035,000 1,035,000 1,035,000 3,105,000 1,052,000 1,052,000 3,156,000 1,052,000 1,052,000 1,052,000 1,052,000 4,208,000 10,469,000

1,035,000 1,266,000 1,197,000 3,498,000 0 0 1,121,000 0 0 0 0 0 4,619,000

412,000 337,400 322,800 1,072,200 0 0 0 0 0 0 0 0 1,072,200

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

受検者見込数
(全生徒数)に対
し、受検者約
31％であったた
め

受検者見込数
(全生徒数)に対
し、受検者約
25％であったた
め

受検者見込数
(全生徒数)に対
し、受検者約
27％であったた
め

前年度予算と
の比較

（増減理由）

令和3年度新規
事業

受検見込み者数
は生徒数の減に
より減ったが、
受検料単価が値
上がりしたため

生徒数の減 受検見込み者数
は生徒数の減に
より減ったが、
受検料単価が値
上がりしたため

実　績　額 0

事業費予算の
内容

補助金 1,035千
円

補助金 1,266千
円

補助金 1,197千
円

補助金 1,121千
円

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,052,000

予算計上額 1,121,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,052,000

予算計上額 1,121,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

グローバル化が急速に進展する中、外国語によるコミュニケーション能力の向上などが課題となっており、検定料を補
助することで、検定受検の機会を与え、生徒の英語力及び学習意欲を高め、英語教育の向上を図る。

各学校は保護者から徴収した検定料を添えて団体申込をし、受検後、実績に応じて学校から市に補助申請を行い、市は
学校に対し交付決定通知後、直接保護者に検定料を振り込む。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内中学校に在籍する生徒で、所属中学校の団体申込に限る。 生徒の英語力や学習意欲及び英語教育の向上。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

グローバル化が急速に進展する中、外国語によるコミュニケーション能力の向上などが課題となっており、検定料を補助することで、検定受検の機会を与え、生徒の英語力及び学習意欲を高め、英語教育の向上を図ることを目的に令和3年度
より実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 中学校英語教育推進事業 令和３年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－1 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 365 365 365 300 300 276 276 276 276

実績値 114 88 89

計画値 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 55.0 55.0 55.0 55.0

実績値 75.4 70.9 65.2

あまり達成されていない

上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
実施開始初年度
としては、受検
者数は生徒数の
約３分の１が利
用したこととな
り、予算より大
幅減となったも
のの、今後も周
知をしっかり行
いつつ受検者数
の動向をみてい
く必要があると
考える。また、
合格率は受検級
にもよってくる
と考えるが、計
画値を大幅に超
えている。合格
率についても今
後の動向を注視
していく。

自己分析：
実施２年目で
は、受検者数は
生徒数の約４分
の１の利用とな
り前年度を下
回った。受検奨
励に関しては、
今後も周知を
しっかり行いつ
つ受検者数の動
向をみていく必
要があると考え
る。また、合格
率は受検級にも
よってくると考
えるが、こちら
は昨年より下
がってはいるも
のの、計画値を
大幅に超えてい
る。合格率につ
いても今後の動
向を注視してい
く。

自己分析：
実施３年目で
は、受験者数は
生徒数の約４分
の１の利用とな
り前年度と比べ
ほぼ横ばいと
なった。受検奨
励に関しては、
今後も周知を
しっかり行いつ
つ受検者数の動
向をみていく必
要があると考え
る。また、合格
率は受検級にも
よってくると考
えるが、こちら
は昨年より下
がってはいるも
のの、計画値を
大幅に超えてい
る。合格率につ
いても今後の動
向を注視してい
く。

判断理由：
令和3年度より
始めた新規事業
ということで、
この2年の実績
としては、補助
金利用生徒割合
は25％～30％と
なっているが、
受検する生徒に
取っては非常に
有用且つ、学習
意欲の促進につ
ながっている事
業と考えられる
ことから良好で
あると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
グローバル化が急速に進展する中、外国語によるコミュニケーショ
ン能力の向上などが課題である中、検定料を補助することで、受検
を奨励し、英語に関して更なる学習意欲向上を図る一助となること
から、「現状のまま継続」と判断した。
但し、更なる受検率の向上のため、中学校と協力しながら本事業を
浸透させ受検へと繋げていきたい。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

300

成果指標１
（単位/％）

50.0

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：英語検定合格率 指標の求め方：合格者数/受検者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：英語検定受検者数 指標の求め方：英語検定受検者数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

920,000 920,000 0 1,615,000 1,615,000 2,535,000

0 1,615,000 1,615,000 0 0 1,615,000

1,615,000 1,615,000 0 0 1,615,000

0 920,000 0 920,000 0 0 0 1,615,000 0 0 0 1,615,000 2,535,000

0 0 1,615,000 1,615,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1,615,000

0 0 1,615,000 1,615,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1,615,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

-

前年度予算と
の比較

（増減理由）
-

実　績　額 0

事業費予算の
内容

4年ごとに社会科
副読本改訂委員会
で改訂を協議し
て、編集作業の
後、業者に印刷発
注し、翌年度（令
和5年度）から小
学校中学年社会科
授業で使用する予
定であったが、学
校適正配置の方向
性を盛り込みたい
とし、令和5年度
に改訂委員会を開
き協議・改定後に
印刷発注し、令和
6年度より使用す
る予定へ変更し
た。

消耗品　20千円
印刷製本費
1,595千円

実　績　額

事 業 費 合計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

小学校3,4年生の社会において、身近な地域や市区町村の地理的環境や、産業、歴史等について、生活との関連を踏まえ
て理解するための学習で使用する。

4年ごとに社会科副読本改訂委員会で改訂内容を協議し、編集作業の後、業者に印刷発注する。翌年度から小学校中学年
社会科授業で使用する。次回予定（令和4年度改訂作業、令和5年度改訂版発刊）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小学校3,4年生児童
副読本を使用した授業を行うことで、教科書に無い郷土の地理や歴史等を学び、砂川について理解を深めることができ
る。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

4年サイクルで見直しを図り、授業で使用されてきていた。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 社会科副読本編成事業 平成26年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－1 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 200 190 180

実績値 188

計画値

実績値

達成されている

変わらない

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析：
本事業は小学3
年生、4年生に
対し、学習指導
要領に沿って地
元の歴史やまち
の様子、人々の
暮らしなどを学
ぶため、社会科
の授業の中で副
読本を使用する
事業を実施する
ことになってい
るため、適正で
ある。

判断理由：
本事業は小学3
年生、4年生に
対し、学習指導
要領に沿って地
元の歴史やまち
の様子、人々の
暮らしなどを学
ぶため、社会科
の授業の中で副
読本を使用する
事業を実施する
ことになってい
るため、適正で
ある。　　検討
課題としては、
今後改訂委員会
の中で副読本の
デジタル化等を
協議し、今回な
いし、次回の改
訂ではデジタル
化などがある。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
本事業は小学3、4年生に対し、学習指導要領に沿って地元の歴史や
まちの様子、人々の暮らしなどを学ぶため、社会科の授業の中で副
読本を使用する事業を実施することになっているため、「現状のま
ま継続」とした。
今後の検討課題としては、改訂委員会の中で副読本のデジタル化等
を協議していくことが考えられる。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

成果指標１
（単位/　）

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：授業用として必携のため成果指標は求めない。指標の求め方：

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：配付児童数 指標の求め方：配付数/対象児童数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

435,000 435,000 435,000 1,305,000 435,000 435,000 1,305,000 435,000 435,000 435,000 435,000 1,740,000 4,350,000

435,000 435,000 435,000 1,305,000 435,000 0 1,740,000

435,624 435,527 145,162 1,016,313 0 0 1,016,313

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,968,000 1,968,000 1,968,000 5,904,000 2,401,000 2,401,000 7,203,000 2,401,000 2,401,000 2,401,000 2,401,000 9,604,000 22,711,000

1,968,000 1,908,000 1,965,000 5,841,000 2,415,000 0 8,256,000

1,770,484 1,769,101 1,990,087 5,529,672 0 0 5,529,672

2,403,000 2,403,000 2,403,000 7,209,000 2,836,000 2,836,000 8,508,000 2,836,000 2,836,000 2,836,000 2,836,000 11,344,000 27,061,000

2,403,000 2,343,000 2,400,000 7,146,000 0 0 2,850,000 0 0 0 0 0 9,996,000

2,206,108 2,204,628 2,135,249 6,545,985 0 0 0 0 0 0 0 0 6,545,985

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

予算見込額と比
べた報酬の減、
それに伴った期
末手当の減及び
研修未実施のた
め減

予算見込額と比
べた報酬の減、
それに伴った期
末手当の減及び
研修未実施のた
め減

予算見込額と比
べた報酬の減、
それに伴った期
末手当の減及び
研修未実施のた
め減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

期末手当増のた
め増

期末手当減及び
研修回数減のた
め減

報酬単価及び期
末手当増による

報酬単価及び期末
手当の増、勤勉手
当の計上による増

実　績　額 0

事業費予算の
内容

報酬 1,905千円
期末手当 405千
円
費用弁償 27千円
会計年度任用職
員費用弁償 51千
円
消耗品費 15千円

報酬 1,905千円
期末手当 358千
円
費用弁償 14千円
会計年度任用職
員費用弁償 51千
円
消耗品費 15千円

報酬 1,933千円
期末手当 387千
円
費用弁償 14千円
会計年度任用職
員費用弁償 51千
円
消耗品費 15千円

報酬 2,014千円
勤勉手当 344千円
期末手当 412千円
費用弁償 14千円
会計年度任用職員
費用弁償 51千円
消耗品費 15千円

事 業 費 合 計 計　画　額 2,836,000

予算計上額 2,850,000

予算計上額 2,415,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 2,401,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額 435,000

予算計上額 435,000

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

上記を目的に、教育と福祉の両面に関して専門的知識・技術や経験を有する者を恒常的に協力が得られる体制を構築するため、平成29年4月1日付でスクールソーシャルワーカーを砂川市教育委員会に配置した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

近年、児童生徒を取り巻く環境が複雑化・多様化しており、いじめや不登校、暴力行為といった問題行動等の背景には家
庭環境が大きく影響しているケースが多く、学校だけでは対応が難しく解決が困難な状況から、関係機関と連携を図り、
これら家庭の問題等に対応し、解決に努める。

教育と福祉の両面に関して専門的知識・技術や経験を有するスクールソーシャルワーカーの配置により、連携と対応を
進める体制を恒常的に構築する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

いじめや不登校、暴力行為といった問題行動等のある児童生徒及び保護者。
学校だけでは解決が難しい家庭の問題等に対応し、児童生徒が置かれた様々な環境の問題解決に向けた取組を進めるこ
とで、いじめや不登校、暴力行為といった問題行動等の未然防止と早期解決を図る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 児童生徒指導・教育相談事業 平成29年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－2 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 1

計画値 13 12 11 9 8 7 6 5 4

実績値 17 12 15

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
不登校生徒など
のメンタルに良
い影響を与える
ことができ、問
題解決への支援
となっていると
判断できるが、
状況の改善には
中長期的な時間
を要するため、
他の教育相談機
関やカウンセ
ラーとの効果的
な役割分担を進
める必要があ
る。

自己分析：
不登校生徒など
のメンタルに良
い影響を与える
ことができ、問
題解決への支援
となっていると
判断できるが、
状況の改善には
中長期的な時間
を要するため、
他の教育相談機
関やカウンセ
ラーとの効果的
な役割分担を進
める必要があ
る。

自己分析：
不登校生徒など
のメンタルに良
い影響を与える
ことができ、問
題解決への支援
となっていると
判断できるが、
状況の改善には
中長期的な時間
を要するため、
他の教育相談機
関やカウンセ
ラーとの効果的
な役割分担を進
める必要があ
る。

判断理由：
不登校児童生徒
数については令
和3年度に比べ
令和4年度では
減っている。一
概に関わる必要
のある児童生徒
数では判断でき
ないが、それぞ
れ個々が抱える
問題や悩みに応
じた対応支援な
どを担うスクー
ルソーシャル
ワーカーの役割
は重要であるこ
とから良好であ
ると判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
支援が必要な児童生徒が抱える問題や悩みはそれぞれ違う中で、そ
れぞれに応じた対応支援、カウンセラーなどに繋げる役割を担うス
クールソーシャルワーカーの役割は重要であることから継続は必要
と判断している。
但し、スクールソーシャルワーカーは臨床心理士や公認心理士、社
会福祉士、精神保健福祉士取得後、日本ソーシャルワーク教育学校
連盟が認定する教育課程を修了している者となるが、実質ほぼいな
いため、有資格者を探すのは難しいという現状がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

1

成果指標１
（単位/人）

10

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：問題行動等のある児童生徒数 指標の求め方：問題行動等のある児童生徒数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：スクールソーシャルワーカー配置数 指標の求め方：スクールソーシャルワーカー配置数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,965,000 1,965,000 3,930,000 2,594,000 2,594,000 2,594,000 2,594,000 2,594,000 2,594,000 10,376,000 16,900,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 1,965,000 1,965,000 3,930,000 0 2,594,000 2,594,000 2,594,000 2,594,000 2,594,000 2,594,000 10,376,000 16,900,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 適応指導教室設置事業 令和４年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－2 学務課学校教育係

目的
(何のために実施する
のか）

学校生活における悩みや不安、その他の理由により、市内小中学校への登校が困難となっている児童生徒に対し、家庭
以外の学習環境を整え、学校生活に適応するための指導を行う。

市内公共施設の１室（公民館又は図書館２階を想定）に適応指導教室を開設し、指導員１人を配置する。通室を希望す
る保護者は在籍校の校長へ通室の申請を行う。校長が適当と判断した場合は教育委員会に通室を依頼し、教育委員会が
認めた場合、児童生徒が通室するものとする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

不登校の状態が継続又は断続し、学校に登校できない児童生徒。
近年、市内小中学校でも不登校の児童生徒は増加傾向にあることから、適応指導教室を開設し、ひきこもり状態の児童
生徒には家以外の居場所を提供することから始め、学校生活に向けた指導をすることで、不登校状態の解消が図られ
る。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

学校生活における悩みや不安、その他の理由により、市内小中学校への登校が困難となっている児童生徒に対し、家庭以外の学習環境を整え、学校生活に適応するための指導を行うことを目的に令和4年度から開設も検討していたが、令和8年
度開校予定の義務教育学校に併せ運用方法や設置場所の見直し等を行った上で、同時に開設する予定とした。このことから、令和5年度も予算計上していない。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 0 0

計画値 50 50 50 50 50 50 50 50

実績値 0 0

あまり達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析： 自己分析：
令和4年度から
適応指導教室の
開設を検討して
いたが、令和8
年度開校予定の
義務教育学校に
併せ運用方法や
設置場所の見直
し等を行った上
で、同時に開設
する予定とし
た。

自己分析：
令和4年度から
適応指導教室の
開設を検討して
いたが、令和8
年度開校予定の
義務教育学校に
併せ運用方法や
設置場所の見直
し等を行った上
で、同時に開設
する予定とし
た。

判断理由：
令和4年度から
適応指導教室の
開設を検討して
いたが、令和8
年度開校予定の
義務教育学校に
併せ運用方法や
設置場所の見直
し等を行った上
で、同時に開設
する予定とした
ことから、普通
であると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：適応指導教室設置数 指標の求め方：適応指導教室が設置された個所数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：通室率 指標の求め方：通室した児童生徒/不登校児童生徒

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

1

成果指標１
（単位/％）

50

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：令和4年度から適応指導教室の開設を検討していたが、令和8年
度開校予定の義務教育学校に併せ運用方法や設置場所の見直し等を
行った上で、同時に開設する予定としたことから、現状のまま継続
と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

450,000 450,000 450,000 1,350,000 540,000 342,000 1,422,000 342,000 342,000 342,000 342,000 1,368,000 4,140,000

450,000 444,000 444,000 1,338,000 540,000 0 1,878,000

360,450 351,840 349,650 1,061,940 0 0 1,061,940

450,000 450,000 450,000 1,350,000 540,000 342,000 1,422,000 342,000 342,000 342,000 342,000 1,368,000 4,140,000

450,000 444,000 444,000 1,338,000 0 0 540,000 0 0 0 0 0 1,878,000

360,450 351,840 349,650 1,061,940 0 0 0 0 0 0 0 0 1,061,940

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 小学校宿泊学習支援事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－2 学務課学校教育係

目的
(何のために実施する
のか）

小学校の宿泊学習にネイパル砂川を利用することにより、宿泊を通した集団生活の規律を学ばせるだけでなく、自然環
境を利用した体験学習を経験させる。

ネイパル砂川を活用し、宿泊を伴う校外研修を計画する市内小学校に対して宿泊費を補助する。また移動に必要なバス
を市教委で借上げる。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

全小学校児童(小学校5年生)
宿泊費を助成することにより、児童が平素と違う生活環境により自然に親しみ見聞を広めつつ、自然や文化などに親し
み、集団生活の在り方や公衆道徳などについて望ましい体験を積むことができる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

砂川市に所在している、ネイパル砂川は青少年の宿泊研修施設としての施設環境が充実しており、研修カリキュラムについても自然を題材にした実践的な学習の経験はもとより、宿泊を通して集団生活の規律を学んだり、自然環境を利用した
体験学習を行ったりすることができる。
行財政改革の中で食費相当額の助成について見直しが図られ、平成20年度より食費分（朝、昼、夕３食分）の保護者負担が導入された。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 540,000

予算計上額 540,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 540,000

予算計上額 540,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

交付金 43千円
車借上料 407千
円

交付金 37千円
車借上料 407千
円

交付金 59千円
車借上料 385千
円

交付金 45千円
車借上料 495千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

車借上料の値上
げのため増

参加対象児童数
の減少のため減

増減なし 車借上料の値上
げのため増

実績との比較
（増減理由）

車借上料の減の
ため

車借上料の減の
ため

車借上料の減の
ため

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 450 450 450 450 450 285 285 285 285

実績値 361 352 350

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100 100 100

ほぼ達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
自然や文化など
に親しみながら
集団生活での有
り方、規律を学
ぶなど、公衆道
徳を習得するう
えでの望ましい
体験を積むこと
が出来たと考え
る。

自己分析：
自然や文化など
に親しみながら
集団生活での有
り方、規律を学
ぶなど、公衆道
徳を習得するう
えでの望ましい
体験を積むこと
が出来たと考え
る。

自己分析：
自然や文化など
に親しみながら
集団生活での有
り方、規律を学
ぶなど、公衆道
徳を習得するう
えでの望ましい
体験を積むこと
が出来たと考え
る。

判断理由：
宿泊学習は自然
や文化などに親
しみながら集団
生活での有り
方、規律を学ぶ
など、公衆道徳
を習得するうえ
で必要な体験を
積む事業である
ため極めて良好
な事業であると
考える。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：事業実施に対する交付金交付額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：宿泊学習参加率 指標の求め方：宿泊学習に参加した児童数/宿泊学習参加対象児童数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

450

成果指標１
（単位/％）

100

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
宿泊学習は自然や文化などに親しむ意味はもちろん、集団で宿泊す
ることで集団生活での規律の学ぶなど、児童にとって重要な行事で
あり、本事業での助成は「現状のまま継続」と判断した。
但し、令和8年度開校予定の義務教育学校へ統合後は、スクールバス
での対応となる予定のため、バス代については廃止となる予定であ
る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

451,000 451,000 451,000 1,353,000 503,000 503,000 1,509,000 503,000 503,000 503,000 503,000 2,012,000 4,874,000

451,000 368,000 368,000 1,187,000 503,000 0 1,690,000

204,160 240,020 363,550 807,730 0 0 807,730

451,000 451,000 451,000 1,353,000 503,000 503,000 1,509,000 503,000 503,000 503,000 503,000 2,012,000 4,874,000

451,000 368,000 368,000 1,187,000 0 0 503,000 0 0 0 0 0 1,690,000

204,160 240,020 363,550 807,730 0 0 0 0 0 0 0 0 807,730

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 小・中・高校合同音楽会事業 昭和33年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－2 学務課学校教育係

目的
(何のために実施する
のか）

砂川市内の小学校、中学校及び高等学校児童生徒の音楽発表の場を通して情操を養い、芸術文化への理解及び関心を深
め、小・中・高校生の交流を図る。

年1回地域交流センター「ゆう」に集い、合同音楽発表会を実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内各小・中・高校の児童生徒。
地域交流センター「ゆう」に集い、音楽発表を通じ芸術・文化の理解を深める。また、保護者や一般市民に学校におけ
る音楽教育の成果を広く周知することができる。不特定多数の面前で演奏する経験により、子ども達に自信と新たな向
上心を芽生えさせることが期待できる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

昭和33年から芸術・文化学習の振興や他校間の交流、住民の学校教育に対する関心を高めるため実施し、現在は一つの学校行事として定着している。
なお、平成19年の地域交流センター開設以来、市民会館から発表の場を移行している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 503,000

予算計上額 503,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 503,000

予算計上額 503,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

トラック借上料
104千円
バス借上料
347千円

トラック借上料
104千円
バス借上料
264千円

トラック借上料
104千円
バス借上料
264千円

トラック借上料
120千円
バス借上料
383千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

トラック借上料
の見積書減、バ
ス借上料の見積
書増

前年度同額 前年度同額 トラック借上料
の見積書増、バ
ス借上料の見積
書増

実績との比較
（増減理由）

バス借上台数の
減

バス借上台数・
単価の減

バス借上台数の
減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 451 451 451 402 402 204 204 204 204

実績値 205 241 367

計画値 393 393 393 393 393 393 393 393 393

実績値 249 263 303

ほぼ達成されている

あまり上がってい
ない

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症対策
として、児童生
徒及び観客数に
制限をかけたこ
とにより活動指
標及び成果指標
が達成されな
かったが、合同
演奏、相互鑑賞
を通じて学校
間、生徒間の交
流が図られ、芸
術・文化への理
解を深める機会
となっている。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症対策
として、児童生
徒及び観客数に
制限をかけたこ
とにより活動指
標及び成果指標
が達成されな
かったが、合同
演奏、相互鑑賞
を通じて学校
間、生徒間の交
流が図られ、芸
術・文化への理
解を深める機会
となっている。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症対策
として、児童生
徒及び観客数に
制限をかけたこ
とにより活動指
標及び成果指標
が達成されな
かったが、合同
演奏、相互鑑賞
を通じて学校
間、生徒間の交
流が図られ、芸
術・文化への理
解を深める機会
となっている

判断理由：
令和3年、4年通
じて、新型コロ
ナウイルス感染
症対策として、
児童生徒及び観
客数に制限をか
けるなどコロナ
禍以前より規模
は縮小している
ものの、音楽会
は実施してお
り、合同演奏、
相互鑑賞を通じ
て学校間、生徒
間の交流が図ら
れ、芸術・文化
への理解を深め
る機会となって
いることから良
好であるとし
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：車借上金額 指標の求め方：車借上金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：児童生徒参加者数 指標の求め方：吹奏楽などで活動している児童生徒の参加に限定されるため、計画値は設定せず実績のみの管理とする。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

402

成果指標１
（単位/人）

393

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
合同演奏、相互鑑賞を通じて学校間、生徒間の交流が図られ、芸
術・文化への理解を深める機会となっていることから、義務教育学
校へ統合される前である令和7年度までは「現状のまま継続」と判断
した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 書道美術作品展事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－2 学務課学校教育係

目的
(何のために実施する
のか）

市内小中学校の児童生徒及び幼稚園児の書道・絵画等による作品展示を通して、情操の涵養と芸術文化への理解を深
め、関心を高めるとともに、学習意欲の高揚を図る。

各学校から選出された作品を「地域交流センターゆう」の自由通路に2週間程度展示することにより、広く市民や周辺市
町地域住民が鑑賞する機会を提供する。また、書道美術作品展に関するアンケートを実施し、作品展の運営に反映させ
る。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内各小中学校の児童生徒及び幼稚園児。
市内各小中学校児童生徒及び幼稚園児の作品を展示することにより、児童生徒・園児の向上心を触発し、情操を養い、
芸術文化への理解や関心を深めることが期待できる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

児童・生徒の創作意欲の向上等を図るとともに、住民の学校教育に対する関心を高めるために実施。
平成19年の地域交流センター開設以来、公民館大会議室から展示の場を移し実施したことにより、より多くの市民に開示することが可能となった。
なお、令和3年度から市内保育園児の作品も展示することとした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 619 619 619 595 595 595 595 595 595

実績値 689 744 645

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 111.3 108.0 86.7

達成されている

上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
昨年に続き出展
数が増加してお
り、市内の児童
生徒作品を一堂
に集め発表する
数少ない機会で
もあることか
ら、児童生徒ら
の向上心の触発
や芸術文化への
理解・関心が高
められていると
考える。

自己分析：
昨年に続き出展
数が増加してお
り、市内の児童
生徒作品を一堂
に集め発表する
数少ない機会で
もあることか
ら、児童生徒ら
の向上心の触発
や芸術文化への
理解・関心が高
められていると
考える。

自己分析：
中学校の統合に
伴い、出展数は
減少したもの
の、市内の児童
生徒作品を一堂
に集め発表する
数少ない機会で
もあることか
ら、児童生徒ら
の向上心の触発
や芸術文化への
理解・関心が高
められていると
考える。

判断理由：
市内の児童生徒
作品を一堂に集
め発表する数少
ない機会となっ
ており、児童生
徒らの向上心の
触発や芸術文化
への理解・関心
が高められてい
ると考えること
から良好な事業
であると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：展示作品数 指標の求め方：当該年度展示作品数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：展示作品数前年度比較 指標の求め方：展示作品数/前年度展示作品数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/点）

595

成果指標１
（単位/％）

100

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
市内の児童生徒作品を一堂に集め発表する数少ない機会であり、児
童生徒らの向上心の触発や芸術文化への理解・関心の向上に繋がっ
ていると考えられる良好な事業であることから「現状のまま継続」
とした。
但し、現状保育所や幼稚園の子どもたちの作品と展示しているが、
令和8年度の義務教育学校へ統合後は継続するか否かなど再考が必要
である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

4,636,000 4,636,000 4,636,000 13,908,000 6,308,000 6,308,000 18,924,000 6,308,000 6,308,000 6,308,000 6,308,000 25,232,000 58,064,000

4,636,000 5,568,000 5,368,000 15,572,000 6,308,000 0 21,880,000

1,941,120 3,475,700 3,724,420 9,141,240 0 0 9,141,240

4,636,000 4,636,000 4,636,000 13,908,000 6,308,000 6,308,000 18,924,000 6,308,000 6,308,000 6,308,000 6,308,000 25,232,000 58,064,000

4,636,000 5,568,000 5,368,000 15,572,000 0 0 6,308,000 0 0 0 0 0 21,880,000

1,941,120 3,475,700 3,724,420 9,141,240 0 0 0 0 0 0 0 0 9,141,240

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症対策
によるプール授
業中止による減

新型コロナウイ
ルス感染症対策
によるプール授
業中止による減

新型コロナウイ
ルス感染症対策
によるプール授
業中止による減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 プールの廃止校
増によるバス借
り上げ料の増

児童数減による
バス台数及びリ
フト使用料の減

バス借上料の増

実　績　額 0

事業費予算の
内容

バス借上料
3,382千円
リフト
1,254千円

バス借上料
4,367千円
リフト
1,201千円

バス借上料
4,249千円
リフト
1,119千円

バス借上料
5,282千円
リフト
1,026千円

事 業 費 合 計 計　画　額 6,308,000

予算計上額 6,308,000

予算計上額 6,308,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 6,308,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

【スキー授業支援事業】
　平成15年度に砂川市民スキー場が廃止になったことから、児童及び引率教員を歌志内かもい岳スキー場及び新十津川そっち岳スキー場まで送迎するためバスを借上げし、全児童に係るリフト代（学年で２回実施のうち１回分）を支給し、授
業を行っている。
【プール授業に係るバス借上】
　老朽化等により自校にプール施設がないまたは、開設していない学校においては、他校の施設を利用することとしている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

砂川小学校プール場廃止やスキー場閉鎖に伴う代替措置であると同時に、授業にかかる経済的負担を軽減することによ
り、全児童が各小学校の教育課程に基づいたプール授業、スキー授業を円滑に受けることができるようにする。

他校のプールにて指導を実施する市内３つの小学校児童の水泳学習及び他市町のスキー場で実施する小学校スキー学習
時の送迎バス借上料及びリフト代を措置し、児童全員が均一に授業を受けられる環境を保持する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川小学校・北光小学校・空知太小学校の児童(水泳）全小学校児童(スキー）
市内小学校の児童が均等に教育課程に示されている水泳授業及びスキー授業を均等に受ける機会が与えられ、また、保
護者負担の軽減が図られている。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 小学校体育授業支援事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－3 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 4,636 4,636 4,636 4,176 4,176 1,523 1,523 1,523 1,523

実績値 1,942 3,476 3,725

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 ― ― ―

ほぼ達成されている

変わらない

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
コロナ情勢によ
り、プール授業
は中止を余儀な
くされている
が、本事業実施
により、市内小
学校の児童が均
等に教育課程に
示されている水
泳授業及びス
キー授業を受け
る機会が与えら
れている。

自己分析：
コロナ情勢によ
り、プール授業
は中止を余儀な
くされている
が、本事業実施
により、市内小
学校の児童が均
等に教育課程に
示されている水
泳授業及びス
キー授業を受け
る機会が与えら
れ、前年よりス
キー授業の回数
を多く実施する
ことができた。

自己分析：
本事業実施によ
り、市内小学校
の児童が均等に
教育課程に示さ
れている水泳授
業及びスキー授
業を受ける機会
が与えられてい
る。

判断理由：
市内小学校の児
童が教育課程に
示されている水
泳授業及びス
キー授業を均等
に受ける機会を
与えるうえで、
必要不可欠であ
ることから判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
市内小学校の児童が教育課程に示されている水泳授業及びスキー授
業を均等に受ける機会が与えるうえで、必要不可欠であり、「現状
のまま継続」が必要である。
但し、令和8年度開校予定の義務教育学校へ統合後は、スクールバス
での対応となる予定のため、バス代については廃止となる予定であ
る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

4,176

成果指標１
（単位/　）

―

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：　　　　　　　　 ― 指標の求め方：小学校プールの廃止やスキー場閉鎖に伴う代替措置であり、活動、成果の図れる事業ではないため指標は設定しない。

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業に係る経費



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

990,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 990,000 990,000 3,960,000 9,900,000

990,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 0 3,960,000

1,076,526 2,373,483 2,615,511 6,065,520 0 0 6,065,520

990,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 2,970,000 990,000 990,000 990,000 990,000 3,960,000 9,900,000

990,000 990,000 990,000 2,970,000 0 0 990,000 0 0 0 0 0 3,960,000

1,076,526 2,373,483 2,615,511 6,065,520 0 0 0 0 0 0 0 0 6,065,520

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 児童生徒大会出場助成事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－3 学務課学校教育係

目的
(何のために実施する
のか）

児童生徒の体育及び文化事業への派遣をとおして、体力や技術の向上と郷土愛の高揚を図る。
基準を満たした各大会ごとに全道・全国大会に出場を果たした場合、選手の旅費や宿泊費、大会が定めた参加費を全額
助成する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

中学校体育連盟主催の全道・全国大会へ出場した生徒又は、文部科学省、道教委が主催、共催する大会で地区予選を経
て全道・全国大会に出場するもので、教育委員会が認めた大会に出場した児童生徒。

全道・全国大会への出場を後押しする助成制度があることにより、児童生徒の体力や技術の向上、郷土愛の高揚が図ら
れ、市民に対して感動や喜びを与えることにも繋がる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 990,000

予算計上額 990,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 990,000

予算計上額 990,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校2校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校1校

大会出場補助金
対象校
小学校5校
中学校1校

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

全道大会出場者
が多かったため

全道大会出場者が
多かったこと及
び、バドミントン
において男女が全
国大会へ団体戦で
の出場となり、大
幅増となったこと
による

全道大会出場者が
多かったこと及び
水泳・バドミント
ン・スキーの競技
において全国大会
へ出場したことに
よる、大幅増

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 990 990 990 990 990 990 990 990 990

実績値 1,077 2,374 2,616

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 ― ― ―

達成されている

変わらない

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
各大会において
優秀な成績をお
さめており、バ
ドミントンは個
人、団体で全国
大会へ進出し
た。

自己分析：
各大会において
優秀な成績をお
さめており、バ
ドミントンは2
年連続個人、団
体で全国大会へ
進出した。

自己分析：
各大会において
優秀な成績をお
さめており、今
年度は水泳・バ
ドミントン・ス
キーの3競技に
おいて全国大会
へ進出した。

判断理由：
児童生徒の体育
事業及び文化事
業の大会で、日
頃の鍛錬の成果
を発揮して勝ち
得た、全道大会
や全国大会への
出場に係る費用
を補助する事
は、更なる体力
や技能の向上、
情操の涵養を図
るうえで、効果
的であり極めて
良好な事業であ
ると判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：事業費 指標の求め方：事業費

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：　　　　　　　　 ― 指標の求め方：年度により出場には差異があるため、具体的な指標を設定するのは困難なため設定しない。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

990

成果指標１
（単位/　）

―

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
児童生徒の体育事業及び文化事業の大会で、日頃の鍛錬の成果を発
揮し勝ち得た、全道大会や全国大会へ出場に係る費用を補助する事
は、更なる体力や技能の向上、情操の涵養を図るうえで効果的であ
り、また、保護者の経済的負担軽減にもつながっていることから必
要な事業と判断でき、「現状維持のまま継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 食育推進事業 平成22年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－3 学校給食センター管理係

目的
(何のために実施する
のか）

近年、国民的課題として食生活の乱れが指摘されており、児童又は生徒が健全な食生活を自ら営むことができる知識及
び態度を養うため、学校における食育を推進する。

各学校における『食に関する指導の全体計画』に基づき、食育推進の中核的な役割を担う栄養教諭が具体的指導を行
う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内小中学校の児童生徒 児童又は生徒が健全な食生活を自ら営むことができる知識及び態度を養うことができる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成21年4月1日より給食センター栄養士が栄養教諭として任用され、各学校において「食に関する指導の全体計画」を作成し、栄養教諭を中心に学校給食を教材として活用しながら、計画的、系統的な食育の推進に取り組んでいる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 7 7 7 6 1 1 1 1 1

実績値 7 7 6

計画値 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0

実績値 32.0 34.0 37.0

あまり達成されていない

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
給食時間訪問で
は、小・中学校
の全学年を対象
に訪問したが、
新型コロナウイ
ルス感染症対策
で、いずれも訪
問時間を短縮し
て実施した。給
食センター訪問
も３校のみの訪
問であった。
「ジャリン子給
食」は提供する
ことができ、地
産地消に対する
理解を深めるこ
とができた。

自己分析：
給食時間訪問で
は、小・中学校
の全学年を対象
に訪問したが、
新型コロナウイ
ルス感染症対策
で、いずれも訪
問時間を短縮し
て実施した。給
食センター訪問
も３校のみの訪
問であった。
「ジャリン子給
食」は提供する
ことができ、地
産地消に対する
理解を深めるこ
とができた。

自己分析：
給食時間訪問で
は、小・中学校
の全学年を対象
に訪問した。給
食前指導時間数
が増加したこと
や、給食セン
ター訪問が前年
度の３校から４
校に増加したこ
とから、全体の
活動時間数は増
となった。
「ジャリン子給
食」は提供する
ことができ、地
産地消に対する
理解を深めるこ
とができた。

判断理由：
令和4年度末時
点で市内7校の
学校に対し活動
を実施したが、
新型コロナウイ
ルス感染症対策
により活動を縮
小せざるを得
ず、食に関する
指導授業時数は
計画値に届かな
かったものの、
「ジャリン子給
食」を提供する
ことで地産地消
に対する理解を
深めることがで
きたため普通で
あると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：食に関する指導実施校 指標の求め方：食に関する指導を実施した小中学校数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：食に関する指導授業 指標の求め方：食に関する指導授業時数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/校）

6

成果指標１
（単位/校時）

40.0

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
食に関する指導は、全教職員が継続的かつ体系的な食に関する指導
の必要性や考え方を理解することが重要である。新型コロナウイル
ス感染症対策により食に関する指導授業時数は減少したが、今後も
関連する教科等における栄養教諭の協力体制を勘案し、給食献立を
教材として関連付けるなど積極的に取り組む必要があり、現状のま
ま継続とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

110,300,000 1,900,000 112,200,000 2,700,000 12,500,000 3,100,000 8,100,000 3,100,000 800,000 15,100,000 139,800,000

110,300,000 110,300,000 9,800,000 0 120,100,000

106,200,000 106,200,000 0 0 106,200,000

5,790,000 21,619,000 10,000 27,419,000 8,764,000 9,000 8,777,000 31,000 34,000 34,000 29,000 128,000 36,324,000

5,790,000 12,344,000 608,000 18,742,000 4,000 0 18,746,000

10,795,204 12,030,436 543,213 23,368,853 0 0 23,368,853

10,333,000 38,568,000 19,000 48,920,000 15,636,000 17,000 15,661,000 55,000 61,000 60,000 53,000 229,000 64,810,000

10,333,000 22,050,000 1,053,000 33,436,000 8,000 0 33,444,000

6,050,796 21,489,864 941,787 28,482,447 0 0 28,482,447

126,423,000 60,187,000 1,929,000 188,539,000 24,400,000 2,726,000 36,938,000 3,186,000 8,195,000 3,194,000 882,000 15,457,000 240,934,000

126,423,000 34,394,000 1,661,000 162,478,000 0 0 9,812,000 0 0 0 0 0 172,290,000

123,046,000 33,520,300 1,485,000 158,051,300 0 0 0 0 0 0 0 0 158,051,300

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校給食センター整備事業 令和３年度　～　令和12年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－3 学校給食センター管理係

目的
(何のために実施する
のか）

学校給食センターの施設及び設備の修繕・改修・更新等を行うことにより、衛生管理のより行き届いた安心・安全でお
いしい給食の提供を安定的に行うとともに、施設及び設備等の延命化を図り、児童生徒の心身の健全な発達と食生活の
改善に寄与する。

調理・衛生設備については、毎日３食を常に調理している施設における耐用年数は８年といわれている。しかし、当学
校給食センターは１日１食であるため、耐用年数は前述の約２倍とのこと。修繕での対応を基本とするが、優先順位を
精査した中で計画的に更新を図る。なお、軽微な修繕は日常的に発生するため、都度対応することとする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

学校給食センター（建設年；平成１０年）
施設及び設備の修繕・改修・更新等を行うことにより、衛生管理のより行き届いた安心・安全でおいしい給食の提供を
安定的に行うとともに、施設等の延命化を図る。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

給食センターは平成１０年の建設から、施設及び設備の老朽化に伴い随時修繕を行ってきている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額 9,800,000

9,800,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額 4,000

予算計上額 4,000

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 8,000

予算計上額 8,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 9,812,000

予算計上額 9,812,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

空調設備改修工
事、蒸気管改修
工事、蒸気式攪
拌装置付大型釜

屋根・外壁改修
工事、調理室等
床改修工事、暖
房給湯系統循環
ポンプ更新工事

受変電設備改修
工事

自動フライヤー
更新

前年度予算と
の比較

（増減理由）

空調設備改修工
事が高額のため

工事費の減 自動フライヤー
が高額なため

実績との比較
（増減理由）

入札減 入札減 入札減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 24 24 24 24 24 24 24 24 24

実績値 19 17 18

計画値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
空調設備改修工
事により、学校
給食衛生管理マ
ニュアルの衛生
管理基準で定め
る、調理室内の
温度25℃以下及
び湿度80%以下
にすることがで
きた。蒸気管改
修工事、蒸気式
攪拌装置付大型
釜購入により、
経年劣化により
不具合のあった
箇所が改善し、
安全安心な給食
提供が可能と
なった。

自己分析：
屋根・外壁改修
工事により、建
物自体の長寿命
化に繋がった。
調理室等床改修
により、床材の
剥がれや穴が補
修され、衛生環
境が改善され
た。暖房給湯系
統循環ポンプを
更新したことに
より、お湯の漏
洩等が発生しな
くなり安定的な
暖房運転が可能
となった。

自己分析：
受変電設備の改
修工事により、
経年劣化による
突発的な停電事
故の危険が解消
され、安全安心
な給食の提供体
制が保たれた。

判断理由：
計画通り改修が
進んでおり、空
調設備や調理室
等床改修によ
り、衛生環境が
改善したことか
ら良好であると
判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：修繕件数 指標の求め方：修繕件数の合計

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：事故件数 指標の求め方：施設・設備の破損・故障による事故件数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

24

成果指標１
（単位/件）

0

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
施設設備の老朽化は進行しているものの、大規模修繕を含め着実に
改修は進めている。安全安心な給食を提供するためには、今後も計
画通りに改修や設備の更新が必要であるため現状のまま継続とし
た。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(予算) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

5,683,000 5,683,000 0 0 5,683,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 5,683,000 5,683,000 0 0 0 0 0 0 0 0 5,683,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校給食費公会計化事業 令和４年度　～　令和６年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－3 学校給食センター管理係

目的
(何のために実施する
のか）

給食費未納問題に市が直接関与し、会計事務の透明性を確保し、教職員の負担を軽減する。 人的配置をし、学校給食費徴収管理システムを構築した上で公会計化する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内小・中学校及び小・中学生保護者
現年度の給食費の徴収・賦課を手作業で教職員が担っていることから、教職員の負担軽減になり、働き方改革の促進に
寄与する。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

公会計化の移行が標準的に２年程度必要であり、業務システム等の導入を図った中で、小中学校の統合時期に併せて課題を整理し、検討する。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 6 6 2 2 2 2

実績値

計画値 6 6 2 2 2 2

実績値

達成されていない

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
令和６年度から
の開始を予定し
ていたが、中学
校の統合が令和
５年度となった
ことにより、令
和８年度の義務
教育学校の設立
以降の実施で検
討し、課題を整
理する。義務教
育学校の設立後
に、部活動の外
部委託や７校か
ら１校になるこ
とによる事務分
担の見直しなど
教員の業務軽減
が図られるこ
と、公会計シス
テム導入費用や
経常経費の負担
の大きさなどか
ら、公会計化の
適否を含めて事
業を検討する。

自己分析：
令和６年度から
の開始を予定し
ていたが、中学
校の統合が令和
５年度となった
ことにより、令
和８年度の義務
教育学校の設立
以降の実施で検
討し、課題を整
理する。義務教
育学校の設立後
に、部活動の外
部委託や６校か
ら１校になるこ
とによる事務分
担の見直しなど
教員の業務軽減
が図られるこ
と、学校給食費
の無償化による
公会計システム
導入の必要性や
経常経費の負担
の大きさなどか
ら、公会計化の
適否を含めて事
業を検討する。

自己分析： 判断理由：
令和５年度から
給食費を無償化
したことにより
学校給食費徴収
管理システムの
導入が不要と
なったことか
ら、当該事務事
業は廃止とす
る。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 廃止

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：学校給食費公会計化整備校数 指標の求め方：学校給食費公会計化整備校数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：学校給食費公会計化整備校数 指標の求め方：学校給食費公会計化整備校数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/校）

6

成果指標１
（単位/校）

6

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
令和５年度から給食費を無償化したことにより、多くの児童生徒の
給食費徴収業務を行わなくなったことから、各学校への学校給食費
徴収管理システムの導入が不要となったため、当該事務事業は廃止
する。
給食費の公会計化に関しては、今後も各学校が教職員などの学校職
員の給食費の徴収業務を行うため、システムを導入することなく、
実施する方向で検討を進める。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 410,000

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 0 164,000

41,000 41,000 41,000 123,000 0 0 123,000

41,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 123,000 41,000 41,000 41,000 41,000 164,000 410,000

41,000 41,000 41,000 123,000 0 0 41,000 0 0 0 0 0 164,000

41,000 41,000 41,000 123,000 0 0 0 0 0 0 0 0 123,000

目的
(何のために実施する
のか）

学校における環境衛生の条件整備に努め、関係団体との連携を取りながら児童生徒を疾病等から守り、心身の健全な成
長を図る。

学校保健会の各種活動(会報発行、研修会への参加等)を支援するため活動交付金を支出。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市学校保健会 市内全小中学校における、児童生徒への保健指導に関する共通認識を得ることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校保健会活動交付金事業 昭和41年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－4 学務課学校教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 41,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 41,000

予算計上額 41,000

予算計上額 41,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

交付金　41千円 交付金　41千円 交付金　41千円 交付金　41千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

予算同額 予算同額 予算同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 41 41 41 41 41 41 41 41 41

実績値 41 41 41

計画値 2 2 2 2 2 2 2 2 2

実績値 1 1 2

達成されている

あまり上がってい
ない

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により講演会
は中止となった
が、会報を発行
し、学校保健の
普及・啓発が図
られた。

自己分析：
昨年度に引き続
き新型コロナウ
イルス感染症の
影響により講演
会は中止となっ
たが、会報を発
行し、学校保健
の普及・啓発が
図られた。

自己分析：
医療関係者、学
校関係者、行政
が参加した中で
理事会を開催し
連携を確認する
とともに、会報
を発行し、学校
保健の普及・啓
発が図られた。

判断理由：
学校保健会の目
的である学校に
おける環境衛生
の条件整備に努
め、関係団体と
の連携を取りな
がら児童生徒を
疾病等から守
り、心身の健全
な成長を図るた
めの啓発活動や
講演会の実施、
児童生徒の実態
把握を図る機会
となっているこ
とから良好であ
ると判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：講演会や会報発行の実施に対する交付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：活動実績数(会報発行、研修会の参加等) 指標の求め方：会報発行や研修会への参加など学校保健会としての活動実績

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

41

成果指標１
（単位/回）

2

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
学校保健会の目的である学校における環境衛生の条件整備に努め、
関係団体との連携を取りながら児童生徒を疾病等から守り、心身の
健全な成長を図るための啓発活動や講演会の実施、児童生徒の実態
把握や協力体制の構築を図る機会となるなど、本事業は必要と判断
できることから、「現状のまま継続」と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,333,000 1,333,000 1,333,000 3,999,000 541,000 541,000 1,623,000 541,000 541,000 541,000 541,000 2,164,000 7,786,000

1,333,000 1,078,000 775,000 3,186,000 541,000 0 3,727,000

1,133,000 786,621 722,684 2,642,305 0 0 2,642,305

1,333,000 1,333,000 1,333,000 3,999,000 541,000 541,000 1,623,000 541,000 541,000 541,000 541,000 2,164,000 7,786,000

1,333,000 1,078,000 775,000 3,186,000 0 0 541,000 0 0 0 0 0 3,727,000

1,133,000 786,621 722,684 2,642,305 0 0 0 0 0 0 0 0 2,642,305

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

児童数削減分に
よる減

新型コロナウイ
ルス感染症によ
り公開研究会が
中止になったこ
と及び、学校研
究や各種サーク
ル活動での活動
費で執行残がで
た事による

各種サークル活
動での活動費で
執行残がでた事
による

前年度予算と
の比較

（増減理由）

児童数削減分に
よる減

児童数削減分に
よる減

公開研究会の廃
止及び、中学校
統合による石山
中学校分の減、
また、児童数減
分の削減によ
る。

教育研究会一部
の廃止及び、児
童数削減分によ
る減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

交付金
1,333千円

交付金
1,078千円

交付金
775千円

交付金
541千円

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 541,000

予算計上額 541,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 541,000

予算計上額 541,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

学校及び教職員の教育実践研究活動を円滑に推進するために支援する。

砂川市教育研究会(サークル活動など)、公開研究会の開催(毎年、学校研究特別助成校を1校指定し空知管内規模の公開
研究を実施、また翌年度助成校には準備助成金を交付する。但し令和4年度をもって廃止)、学校研究(教職員の資質向上
を図るため、校内の研修、研究会を開催し、さらに校外の研修、研究会の参加を実施している。)、教育実践方針委員会
に対して交付金を支出する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小中学校教職員で構成する協議会
教育実践研究活動を通して、学校職員の研修及び研究を進めることにより、砂川市の教育力の向上を図ることができ
る。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 教育推進協議会交付金事業 平成７年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－4 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1,333 1,333 1,333 1,333 1,333 1,333 1,333 1,333 1,333

実績値 1,133 787 723

計画値 75.0 75.0 75.0 78.0 78.0 80.0 80.0 80.0 80.0

実績値 88.6 78.9 86.0

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
教員同士の研鑽
により指導に工
夫が図られ、児
童生徒の理解力
向上に繋がって
きていると判断
できる。

自己分析：
昨年より理解度
の数値は落ちて
いるものの、目
標値は超えてい
るところであ
る。協議会活動
としては、新型
コロナウイルス
の影響で公開研
究会が直前に中
止となったが、
学校研究や各種
教科別サークル
活動によって、
教員の指導力が
研鑽され、児童
生徒の理解力向
上に繋がってき
ていると判断で
きる。

自己分析：
教員同士の研鑽
により指導に工
夫が図られ、児
童生徒の理解力
向上に繋がって
きていると判断
できる。

判断理由：
本協議会活動で
は児童生徒への
指導力の向上を
目的に学校単位
での研究活動
や、各校の教師
が集まり教科別
に研鑽を積むな
どの活動をして
おり、良好であ
ると判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
教育の諸課題解決や推進に向けて、本協議会を通して学校単位や各
校の教師が集まり、教育研究を行うことは必要であることから、
「現状のまま継続」と判断した。
但し、令和8年度の義務教育学校への統合をもって、本協議会は廃止
となる予定である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

1,333

成果指標１
（単位/％）

78.0

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：授業理解度 指標の求め方：小・中全国学力・学習状況調査における設問「国語、算数（数学）の授業の内容はよく分かるか」に対して「よくわかる」「どちらかといえばわかる」と回答した児童生徒の割合

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：教育推進協議会交付金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

3－2－8 3－3－4 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,094,000 925,000 2,019,000 0 0 2,019,000

370,000 0 370,000 0 0 370,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,399,000 1,399,000 1,399,000 4,197,000 0 0 4,197,000

1,399,000 565,000 514,000 2,478,000 0 0 2,478,000

564,890 401,140 709,440 1,675,470 0 0 1,675,470

1,399,000 1,399,000 1,399,000 4,197,000 0 0 0 0 0 0 0 0 4,197,000

1,399,000 1,659,000 1,439,000 4,497,000 0 0 0 0 0 0 0 0 4,497,000

564,890 771,140 709,440 2,045,470 0 0 0 0 0 0 0 0 2,045,470

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

運営協議会の開
催回数及び委員
欠席による報
酬・費用弁償の
減

運営協議会の開
催回数及び委員
欠席による報
酬・費用弁償の
減

運営協議会の開
催回数及び委員
欠席による報
酬・費用弁償の
減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 開催予定回数の
増による報酬の
増

中学校統合によ
る報酬額の減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

報酬　1,349千
円
費用弁償　50千
円

報酬　1,643千
円
費用弁償　16千
円

報酬　1,408千
円
費用弁償　31千
円

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

学校と地域が目標やビジョンを共有し、連携・協働しながら子どもを育む「社会に開かれた教育課程」を目指し、学校
の運営及び運営に必要な支援に関して協議する機関を設置することにより、学校と地域が一体となって学校運営の改善
や児童生徒の健全育成に取り組む。

市内小中学校に学校運営協議会（コミュニティ・スクール…「CS」と略。）を設置し、合議制により、当該校の校長が
示す学校運営に係る基本的方針の承認を行うほか、必要に応じて学校運営に対する意見及び教職員の任用に関する意見
を申し出る。また、設置校に交付金を交付し、地域と連携した独自の教育活動を支援する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

学校の保護者、地域住民、教職員等（学校運営協議会委員の対象となる者）
学校と地域の連携・協働体制が構築され、学校・家庭・地域が子育ての目標を共有しながら、長期的なスパンで学校運
営について共に考え行動していくことで、「地域に開かれた教育課程」につながっていく。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

令和2年度よりモデル校として、砂川小学校及び砂川中学校の2校に設置し、令和3年度より全校で設置している。
学校運営協議会の委員は各校10名以内とし、設置校の保護者や教員の他、指定校の校区内の住民の他、有識者で構成し、「地域とともにある学校づくり」や「学校を核とした地域づくり」の実現にむけながら、児童生徒の健全育成を図ること
を目的に運営している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）運営事業 令和２年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－4 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 4 4 4 4 4 4 4 4 4

実績値 3.3 3.7 4

計画値 280 280 280 270 270 260 260 260 260

実績値 355 783 600

あまり達成されていない

上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
令和3年度に全
小中学校への設
置を完了し、コ
ロナ禍によるま
ん延防止措置等
により書面会議
を余儀なくされ
たこともある
が、初年度とし
て複数回の協議
会を開催し、活
動も達成でき
た。今後も学校
運営における地
域との関わりを
深めながら連
携・協働を図
り、学校運営の
改善や児童生徒
の健全育成に取
り組む活動を
行っていく。

自己分析：
前年に引き続き
コロナ禍により
一部の学校で書
面会議による開
催となるなど、
活動指標は目標
値に届いていな
いが、それでも
前年に比べ協議
会の開催回数も
増え、地域との
共同活動の回数
も増えたことか
ら、出席委員数
や住民参画数は
大幅に増えて目
標値を大きく上
回る結果となっ
た。

自己分析：
５月にコロナが
５類に移行した
こともあり、令
和５年度におい
ては、書面会議
になることもな
く開催すること
ができ、計画値
に達することが
できている。出
席委員数及び地
域住民等の参画
数についても、
昨年度に比べる
と下回っている
ものの、計画値
を大幅に上回っ
ており、共同活
動の普及が図ら
れている結果と
なっている。

判断理由：
令和3年度に全
校の立ち上げに
至ったものの、
コロナ禍により
協議会の開催に
際しては書面会
議等に変更され
るなど、影響を
受けていたが、
令和4年度では
開催回数も増
え、協議会活動
に参画する地域
住民等も大幅に
増えるなど、
「地域とともに
ある学校づく
り」や「学校を
核とした地域づ
くり」の実現に
向け一定の成果
があったことか
ら良好であると
判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
幅広い地域住民等の参画により「地域とともにある学校づくり」や
「学校を核とした地域づくり」が推進されることは、児童生徒の健
全育成を図るために重要な仕組みであることから「現状のまま継
続」とする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

4

成果指標１
（単位/人）

270

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：地域住民の参画者延べ人数 指標の求め方：学校運営協議会会議の延べ出席委員数及び学校教育活動地域住民等の参画延べ人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：学校運営協議会開催回数 指標の求め方：１校当たりの学校運営協議会に係る年間開催回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

3－2－8 3－3－4 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 35,000 35,000 105,000 35,000 35,000 35,000 35,000 140,000 245,000

39,000 32,000 71,000 35,000 0 106,000

15,000 10,000 25,000 0 0 25,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,405,000 1,267,000 1,267,000 3,939,000 3,142,000 3,142,000 9,426,000 3,142,000 3,142,000 3,142,000 3,142,000 12,568,000 25,933,000

1,405,000 1,339,000 1,377,000 4,121,000 3,142,000 0 7,263,000

1,145,158 1,282,630 1,265,093 3,692,881 0 0 3,692,881

1,405,000 1,267,000 1,267,000 3,939,000 3,177,000 3,177,000 9,531,000 3,177,000 3,177,000 3,177,000 3,177,000 12,708,000 26,178,000

1,405,000 1,378,000 1,409,000 4,192,000 0 0 3,177,000 0 0 0 0 0 7,369,000

1,145,158 1,297,630 1,275,093 3,717,881 0 0 0 0 0 0 0 0 3,717,881

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

先進地視察中止
に伴う車借上料
の減

事務補助員勤務
実績による報酬
の減

事務補助員勤務
実績による報酬
の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

市内全小中学校
に導入されたこ
とによる経費の
増

先進地視察取止
めによる車借上
料の減

期末手当計上による
報酬の増
通勤手当計上無しに
よる費用弁償の減
中学校閉校（１校）
による交付金の減

学校教育係から事務
移管による委員報
酬・費用弁償の増
事務補助員報酬単価
上昇及び勤勉手当計
上による増

実　績　額 0

事業費予算の
内容

報酬　　 838千円
費用弁償　51千円
車借上料 138千円
交付金　 378千円

報酬　　 918千
円
費用弁償　82千
円
交付金　 378千
円

報酬　1034千円
費用弁償　51千
円
交付金　324千
円

委員報酬　1,408千
円
事務補助員報酬・手
当　1,371千円
委員費用弁償　74千
円
交付金　324千円

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 3,177,000

予算計上額 3,177,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 3,142,000

予算計上額 3,142,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額 35,000

予算計上額 35,000

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

学校と地域が目標やビジョンを共有し、連携・協働しながら子どもを育む「社会に開かれた教育課程」目指し、学校の
運営及び運営に必要な支援に関して協議する機関として設置する学校運営協議会での協議や熟議の結果を踏まえ、幅広
い地域住民等が参画することにより、「地域とともにある学校づくり」や「学校を核とした地域づくり」の実現につな
げ、児童生徒の健全育成を図る。

学校運営協議会の協議や熟議等の結果を踏まえ、幅広い地域住民等が参画できるよう様々な調整(コーディネート)を行
うとともに、学校運営協議会の活動に必要な経費に対し交付金を交付し活動を後押しする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

地域住民、学校運営協議会を設置した学校の保護者、教職員等 学校運営に幅広い地域住民等が参画することにより、学校運営の改善と地域づくりに資する活動が活性化する。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

令和２年度よりモデル校として、砂川小学校及び砂川中学校の３校に設置し、令和３年度より全校へ設置し、「地域とともにある学校づくり」や「学校を核とした地域づくり」の実現に向けながら、児童生徒の健全育成を図ることを目的に活
動している。
令和６年度より学校運営協議会委員の委嘱等に係る事務が学務課学校教育係から社会教育課社会教育係へ移管となった。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校運営協議会（コミュニティ・スクール）推進事業 令和２年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－4 社会教育課社会教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 4 4 4 4 4 4 4 4 4

実績値 3.3 3.7 4

計画値 280 280 280 280 280 280 280 280 280

実績値 355 783 600

ほぼ達成されている

上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
学校運営に地域
住民等が参画す
ることにより地
域の声が活かさ
れ、また、協働
活動が行われる
ことにより地域
と一体となった
地域学校協働本
部事業が進めら
れた。
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により、活動
指標は計画値を
下回ったが、各
小中学校の学校
運営協議会にお
いて感染症の対
策を行いながら
協働活動を実施
することで成果
指標は計画値を
上回った。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により、活動
指標は計画値を
若干下回った
が、各小中学校
の学校運営協議
会において感染
症対策に留意し
ながら協働活動
を行ったため、
成果指標は計画
値を大きく上
回った。
学校運営に地域
住民等が参画す
ることにより地
域の声が活かさ
れ、また、協働
活動が行われる
ことにより地域
と一体となった
地域学校協働本
部事業が進めら
れた。

自己分析：
新型コロナウイル
ス感染症が５類に
移行し、各学校運
営協議会で会議が
中止することなく
開催され、活動指
標は計画値を達成
した。
成果指標は各学校
運営協議会での地
域学校協働活動が
軌道に乗り始め、
多くの地域住民の
参加を得ることが
できたため計画値
を大きく上回っ
た。
学校運営に地域住
民等が参画するこ
とにより地域の声
が活かされ、ま
た、協働活動が行
われることにより
地域と一体となっ
た地域学校協働活
動が推進されてお
り、児童生徒の健
全育成が図られて
いる。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により活動指
標は計画値を若
干下回ったが、
成果指標は計画
値を大きく上回
り、「地域とと
もにある学校づ
くり」や「学校
を核とした地域
づくり」の実現
に向け一定の成
果があった。効
率性については
道の補助金を活
用することで経
費の縮減を図っ
ており、総合評
価は「良好であ
る」と判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
地域住民等の参画により「地域とともにある学校づくり」や「学校
を核とした地域づくり」が推進されることは、児童生徒の健全育成
を図るために重要な仕組みであることから「現状のまま継続」とす
る。
なお、令和８年度の学校統合を見据え、適切にコーディネート業務
が行えるよう必要な見直しを行っていく。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

4

成果指標１
（単位/人）

280

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：地域住民の参画者延べ人数 指標の求め方：学校運営協議会議の延べ出席委員数及び学校教育活動地域住民等の参画延べ人数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：学校運営協議会開催回数 指標の求め方：1校当たりの学校運営協議会に係る年間開催回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 119,000 119,000 476,000 1,190,000

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 0 476,000

0 0 119,000 119,000 0 0 119,000

119,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 357,000 119,000 119,000 119,000 119,000 476,000 1,190,000

119,000 119,000 119,000 357,000 0 0 119,000 0 0 0 0 0 476,000

0 0 119,000 119,000 0 0 0 0 0 0 0 0 119,000

目的
(何のために実施する
のか）

集団生活に困難さがあり、個別の教育ニーズに応じた学習が中心となる特別支援学級の児童生徒に対して、普段は交流
のない他校の特別支援学級の児童生徒とともに見学や体験学習を実施することで、日常とは異なる生活経験を増やし、
社会適応力の育成に寄与する。

年１回、特別支援学級の児童生徒が一同に集まり、他市町の社会施設への視察や体験を行うために交付金を交付する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

特別支援学級児童生徒。
特別支援学級の児童生徒は普段、1人ないし少人数の学級であり、市内の特別支援学級の児童生徒が一同に集まり集団と
して視察や体験を行うことは、児童生徒の社会適応力の育成に繋がる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特別支援学級体験学習支援事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－5 学務課学校教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

特別支援学級児童生徒を対象に年１回、社会施設の見学や体験を通して、社会との係わりを学ばせることを目的に行われている。
実績として中近隣市町村の旭川市旭山動物園や札幌市等の社会施設への見学等を実現している。
なお、平成17年度より、体験学習支援事業に対する交付金は、障害児教育推進連絡協議会交付金に内包されている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 119,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 119,000

予算計上額 119,000

予算計上額 119,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

交付金　119千
円

交付金　119千
円

交付金　119千
円

交付金　119千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止

同額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 119 119 119 119 119 119 119 119 119

実績値 0 0 119

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 0 0 100

達成されていない

上がっていない

変わらない

総合評価 問題がある

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止と
なった。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響により中止と
なった。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
重要であり、当
該事業が必要と
判断できる。

判断理由：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で当該期間内
の体験学習が中
止となってし
まったため。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金 指標の求め方：交付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：体験学習参加率 指標の求め方：体験学習参加児童生徒数/特別支援学級児童生徒在籍者数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

119

成果指標１
（単位/％）

100

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
令和3・4年と新型コロナウイルス感染症の影響により中止を余儀な
くされたが、本事業は普段は交流のない他校の特別支援学級の児童
生徒とともに見学や体験学習を実施することで、日常とは異なる生
活経験を増やし、社会適応力の育成に寄与する貴重な機会となって
おり、「現状のまま継続」と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

622,000 622,000 622,000 1,866,000 512,000 512,000 1,536,000 512,000 512,000 512,000 512,000 2,048,000 5,450,000

622,000 529,000 476,000 1,627,000 512,000 0 2,139,000

420,000 376,000 342,000 1,138,000 0 0 1,138,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

750,000 750,000 750,000 2,250,000 652,000 652,000 1,956,000 652,000 652,000 652,000 652,000 2,608,000 6,814,000

750,000 674,000 772,000 2,196,000 652,000 0 2,848,000

507,629 459,149 412,867 1,379,645 0 0 1,379,645

1,372,000 1,372,000 1,372,000 4,116,000 1,164,000 1,164,000 3,492,000 1,164,000 1,164,000 1,164,000 1,164,000 4,656,000 12,264,000

1,372,000 1,203,000 1,248,000 3,823,000 0 0 1,164,000 0 0 0 0 0 4,987,000

927,629 835,149 754,867 2,517,645 0 0 0 0 0 0 0 0 2,517,645

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 512,000

予算計上額 512,000

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

見込人数より減
となったため
3月補正△224千
円

見込人数より減
となったため
3月補正△159千
円

見込人数より減
となったため
3月補正△285千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

見込人数増加に
より予算増

見込人数減少に
より予算減

修学旅行費等の
助成対象者の増
による予算増

見込人数減少に
より予算減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込23人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込19人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込18人

特別支援学級就
学費扶助
対象者見込16人

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,164,000

予算計上額 1,164,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 652,000

予算計上額 652,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

教育の機会均等の趣旨に則り、特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者等、経済的負担を軽減することにより教育の
機会均等に資する。

特別支援学級設置校に申請書類を送付し、提出された書類の審査の結果、基準を満たした保護者へ扶助する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者及び通級指導教室の通級児童の保護者。
特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者等の経済的負担を軽減することで、特別支援教育の普及が図られ、教育の機
会均等に繋がる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特別支援教育就学支援事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－5 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1,372 1,372 1,372 1,372 1,372 1,372 1,372 1,372 1,372

実績値 928 836 755

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 19 16 16

ほぼ達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
特別支援学級へ
就学する児童生
徒の保護者に対
する経済的負担
を軽減し、教育
の機会均等を図
ることができ
た。

自己分析：
特別支援学級へ
就学する児童生
徒の保護者に対
する経済的負担
を軽減し、教育
の機会均等を図
ることができ
た。

自己分析：
特別支援学級へ
就学する児童生
徒の保護者に対
する経済的負担
を軽減し、教育
の機会均等を図
ることができ
た。

判断理由：
特別支援学級へ
就学する児童生
徒の保護者に対
する経済的負担
を軽減し、教育
の機会均等を図
ることができて
いることから適
正に運用されて
いる事業であ
る。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
本事業の目的は、教育の機会均等の趣旨に則り、特別支援学級へ就
学する児童生徒の保護者等、経済的負担を軽減することにより教育
の機会均等に資することであり、「現状のまま継続」と判断した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

1,372

成果指標１
（単位/人）

―

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：特別支援教育就学支援受給者数 指標の求め方：特別支援学級に在籍となる児童生徒数の変動を把握し、受給対象者を把握するのは困難なため、計画値は設定せず実績のみの管理とする。

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：特別支援教育就学費扶助額 指標の求め方：特別支援教育就学費扶助額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

12,927,000 12,927,000 12,927,000 38,781,000 15,546,000 15,546,000 46,638,000 15,546,000 15,546,000 15,546,000 15,546,000 62,184,000 147,603,000

12,918,000 12,446,000 12,811,000 38,175,000 15,504,000 0 53,679,000

12,014,458 11,702,794 12,192,690 35,909,942 0 0 35,909,942

12,927,000 12,927,000 12,927,000 38,781,000 15,546,000 15,546,000 46,638,000 15,546,000 15,546,000 15,546,000 15,546,000 62,184,000 147,603,000

12,918,000 12,446,000 12,811,000 38,175,000 0 0 15,504,000 0 0 0 0 0 53,679,000

12,014,458 11,702,794 12,192,690 35,909,942 0 0 0 0 0 0 0 0 35,909,942

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

出勤日数による
報酬額等の減

出勤日数による
報酬額等の減

出勤日数による
報酬額等の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

期末手当計上額
の増

出勤日数による
減額調整等によ
る減

報酬単価・期末
手当率・会計年
度費用弁償の増

報酬単価・期末
手当率・勤勉手
当の増

実　績　額 0

事業費予算の
内容

報酬 10,227千円
期末手当 2,354千
円
費用弁償 34千円
会計年度職員費用
弁償 303千円

報酬 10,124千円
期末手当 2,143千
円
費用弁償 54千円
会計年度職員費用
弁償 125千円

報酬 10,286千円
期末手当 2,319千
円
費用弁償 54千円
会計年度職員費用
弁償 152千円

報酬 10,717千円
期末・勤勉手当
4,531千円
費用弁償 54千円
会計年度職員費
用弁償 202千円

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 15,546,000

予算計上額 15,504,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 15,546,000

予算計上額 15,504,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

児童生徒の学校生活を支援するため、通常学級において授業を行う教師の指示のもと、個別の支援が必要な児童生徒に
対し支援を行う。

通常学級において個別の支援が必要な児童生徒に対し、授業を行う教師の指示のもとで個別に支援を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

通常学級において、個別の支援が必要な児童生徒。
困り感のある児童生徒の個別指導により、学力の向上や、授業中の歩きまわりや騒ぎ立てを防ぐことができ、学級全体
の学力の向上等が図られる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

H19年度学校教育法改正により「特殊教育」から「特別支援教育」へと移行され、普通学級においても発達障害を持つ児童生徒に対し、状況に応じたきめ細やかな指導を実施していくことが求められることとなり、Ｈ21年度から当市でも状況
に応じながら特別支援員を配置し支援している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特別支援教育支援員配置事業 平成21年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－5 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 6 6 6 3 3 3 3 3 3

実績値 6 6 6

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 100.0 100.0 100.0

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒を的
確に把握し、今
後についても各
校の状況を踏ま
え、適正な配置
数の検討も必要
であると判断で
きる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒を的
確に把握し、今
後についても各
校の状況を踏ま
え、適正な配置
数の検討も必要
であると判断で
きる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒を的
確に把握し、今
後についても各
校の状況を踏ま
え、適正な配置
数の検討も必要
であると判断で
きる。

判断理由：
通常学級に在籍
していても、個
別の支援が必要
な児童生徒に対
し配置が必要で
あると判断さ
れ、現状は適切
に配置されてい
ることから判断
している。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
通常学級に在籍していても、個別の支援が必要な児童生徒に対し配
置が必要であると判断され、現状は適切に配置されていることから
「現状のまま継続」が望ましい事業である。
但し、令和8年に義務教育学校へ統合された際の適正な支援員の配置
数については今後考えていく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

3

成果指標１
（単位/％）

100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：配置率 指標の求め方：配置校/配置を必要とする学校

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：特別支援教育支援員配置数 指標の求め方：特別支援教育支援員配置数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

228,000 228,000 228,000 684,000 343,000 343,000 1,029,000 343,000 343,000 343,000 343,000 1,372,000 3,085,000

229,000 229,000 210,000 668,000 343,000 0 1,011,000

219,200 247,200 226,700 693,100 0 0 693,100

228,000 228,000 228,000 684,000 343,000 343,000 1,029,000 343,000 343,000 343,000 343,000 1,372,000 3,085,000

229,000 229,000 210,000 668,000 0 0 343,000 0 0 0 0 0 1,011,000

219,200 247,200 226,700 693,100 0 0 0 0 0 0 0 0 693,100

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

情緒障害児在籍
校の減等による
減額補正。3月
補正額△9千円

特別支援学級
(言語ｸﾗｽ)の増
による。
3月補正額19千
円

特別支援学級在
籍数・負担額の
増による。
3月補正額18千
円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

道言協への交付
金額変更による

前年度同額 中学校統合によ
る石山中学校負
担分の減

道特連・道言
協・空言協への
交付金額変更に
よる

実　績　額 0

事業費予算の
内容

障害児教育推進
連絡協議会交付
金
229千円

障害児教育推進
連絡協議会交付
金
229千円

障害児教育推進
連絡協議会交付
金
210千円

特別支援学級連
絡協議会交付金
343千円

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 343,000

予算計上額 343,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 343,000

予算計上額 343,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

教職員が特別支援教育に関する研究を深めることで、特別支援教育の質の向上を図る。
特別支援学級を設置している学校や特別支援学級担当教諭で構成されている特別支援学級連絡協議会に対し、交付金を
支出する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

特別支援学級を設置している学校や特別支援学級担当教諭で構成されている特別支援学級連絡協議会。
特別支援学級を設置している学校の校長、教頭及び学級担任が各種研究会及び研修会に参加することにより、特別支援
教育に関する専門的な知識や技術の取得により、特別支援学級に在籍している児童生徒への指導力の向上が図られる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 特別支援学級連絡協議会交付金事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－5 学務課学校教育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 228 228 228 228 228 228 228 228 228

実績値 220 248 227

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 35 35 35

ほぼ達成されている

少し上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
重要であり、当
該事業が必要と
判断できる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
重要であり、当
該事業が必要と
判断できる。

自己分析：
支援を必要とす
る児童生徒が
年々増加傾向で
あり、多様化す
る様々な課題を
抱える教職員が
一堂に会し、研
究成果の発表や
指導方法等を協
議する貴重な機
会を持つことは
重要であり、当
該事業が必要と
判断できる。

判断理由：
特別支援学級に
携わる教員が集
まり、その区分
に応じた様々な
ケース事例を教
員同士が情報共
有でき、また、
連携体制の構築
の場となるな
ど、特別支援教
育の指導に係っ
ては重要な協議
会と言えること
から判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
特別支援学級の児童生徒数は増加傾向で、適切な指導方法も多様化
する中、特別支援教育に携わる教員の情報共有や連携体制を構築す
るうえで重要な協議会であることから、「現状のまま継続」と判断
した。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

228

成果指標１
（単位/％）

―

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：各種研究団体会員総数 指標の求め方：特別支援学級数及び特別支援学級児童生徒数により会員数が変動するため、計画値は設定せず実績のみの管理とする。

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：特別支援学級連絡協議会交付金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

8,016,000 8,016,000 8,016,000 24,048,000 7,969,000 7,969,000 23,907,000 7,969,000 7,969,000 7,969,000 7,969,000 31,876,000 79,831,000

8,016,000 7,620,000 8,091,000 23,727,000 7,969,000 0 31,696,000

4,381,107 5,946,452 4,539,568 14,867,127 0 0 14,867,127

8,016,000 8,016,000 8,016,000 24,048,000 7,969,000 7,969,000 23,907,000 7,969,000 7,969,000 7,969,000 7,969,000 31,876,000 79,831,000

8,016,000 7,620,000 8,091,000 23,727,000 0 0 7,969,000 0 0 0 0 0 31,696,000

4,381,107 5,946,452 4,539,568 14,867,127 0 0 0 0 0 0 0 0 14,867,127

目的
(何のために実施する
のか）

砂川高校及び砂川高校に在学する生徒に対する効果的な支援を継続することで教育活動の効果を上げ、魅力のある学校づ
くりを推進し、入学間口数の確保を図る。

　学校と協議のうえ決定した次の支援を行う。
①生徒募集用チラシ印刷費用　②生徒募集用チラシ新聞折込手数料　③「砂川高校地域新聞」広報すながわ折込手数料
（全額）　④予備校サテライト授業補助（全額）　⑤検定試験受験料補助（全額）　⑥模擬試験受験料補助（全額）⑦大
学見学バス代補助（全額）　⑧介護職員初任者研修費補助（全額）　⑨部活動全道大会出場補助（個人1万5千円・団体は
協議）　⑩部活動全国大会出場補助（個人3万円・団体は協議）　⑪大学入学奨学補助（私立1人10万円、国公立1人30万
円）　⑫対話型学習プログラム授業補助 　⑬被服購入補助　⑭国際交流授業補助金

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川高校及び砂川高校に在学する生徒を対象とし、砂川高校に交付する。（生徒対象分は砂川高校を経由して各保護者へ
交付。）

安定した入学者数を確保し市内唯一の高校である砂川高校を存続させることで、市内小・中学校との連携や生徒による地
域コミュニティとの関わりなど地域の活性化が図られる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 砂川高校支援事業 平成25　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－6 学務課総務係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

砂川高校は、平成16年に砂川北高校と砂川南高校が統合されたものであり、当時は6間口で学校運営を行っていたが、年々、生徒数が減り、平成28年度には3間口まで減少したことから、砂川高校と協議を行った中で、平成27年度にこれまで実施し
ていた、地域新聞広報折込手数料と予備校サテライト授業の補助に加え、新たな支援策を追加してきた。令和４年度には、学区内の少子化の影響もあり、募集学級数が２間口になったが、本事業は入学者数や間口の確保・増加を図る目的のほか、
在校生の能力向上や地域の担い手育成も目指しており、積極的なＰＲ活動を含め、魅力ある学校づくりを推進するものである。令和５年度には、Webを活用し海外の高校生と交流に対し支援する国際交流授業補助金を追加した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 7,969,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 7,969,000

予算計上額 7,969,000

予算計上額 7,969,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

印刷製本費：チラシ
印刷
手数料：新聞折込
補助金（継続）：サ
テライト、検定、模
擬、大学見学、介
護、部活動全道、部
活動全国、大学入
学、対話型学習、集
中講座受講、被服購
入

印刷製本費：チラシ
印刷
手数料：新聞折込
補助金（継続）：サ
テライト、検定、模
擬、大学見学、介
護、部活動全道、部
活動全国、大学入
学、対話型学習、集
中講座受講、被服購
入

印刷製本費：チラシ
印刷
手数料：新聞折込
補助金（継続）：サ
テライト、検定、模
擬、大学見学、介
護、部活動全道、部
活動全国、大学入
学、対話型学習、集
中講座受講、被服購
入、国際交流授業補
助金

補助金（継続）：
サテライト、検
定、模擬、大学見
学、介護、部活動
全道、部活動全
国、大学入学、対
話型学習、集中講
座受講、被服購
入、国際交流授業
補助金

前年度予算と
の比較

（増減理由）

新規補助金の追加
（被服購入補助
272千円）

対象となる生徒の
見込み数の減（手
数料△62千円、補
助金△750千円）

新規補助金の追
加（国際交流授
業補助金500千
円）

印刷製本費、手
数料の減

実績との比較
（増減理由）

対象となった生徒数
が当初の予定を下
回ったため。（検
定、模擬試験△439千
円、部活動△595千
円、大学入学△500千
円、予備校△632千
円）

対象となった生徒
数が当初の予定を
下回ったため。
（模擬試験△303千
円、対話型プログ
ラム△135千円、予
備校△854千円）

対象となった生徒数
が当初の予定を下
回ったため。（模擬
試験△421千円、介護
研修△396千円、集中
講座△854千円、大学
入学△1,200千円）

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 8,016 8,016 8,016 8,016 8,016 8,016 8,016 8,016 8,016

実績値 4,382 5,947 4,540

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 3 2 2

ほぼ達成されている

上がっていない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
　砂川高校の魅
力を高めるため
の支援を高校と
の協議により拡
大しながら継続
し、入学者数の
増加及び在校生
の技能向上を目
指して支援を
行ってきた。支
援の更なる充実
とともに保護者
等への周知が重
要であることか
ら、広報活動に
努めるととも
に、現在行って
いる支援内容の
効果の検証や、
砂川高校との連
携も一層進め、
引き続き入学者
確保に向けて支
援を実施してい
く。

自己分析：
　砂川高校の魅
力を高めるため
の支援を高校と
の協議により拡
大しながら継続
し、入学者数の
増加及び在校生
の技能向上を目
指して支援を
行ってきた。令
和４年度より２
間口となった
が、広く周知を
図ったことによ
り、昨年度と比
較し入学者の確
保につながった
ことから、支援
の更なる充実、
現在行っている
支援内容の効果
の検証や、砂川
高校との連携も
一層進め、引き
続き入学者確保
に向けて支援を
実施していく。

自己分析：
　砂川高校の魅
力を高めるため
の支援を高校と
の協議により拡
大しながら継続
し、入学者数の
増加及び在校生
の技能向上を目
指して支援を
行ってきた。令
和５年度より新
たに『国際交流
授業補助金』を
追加し、支援の
充実を図った。
今後、支援の更
なる充実、現在
行っている支援
内容の効果の検
証や、砂川高校
との連携も一層
進め、引き続き
入学者確保に向
けて支援を実施
していく。

判断理由：
　砂川高校の魅
力を高めるため
の支援を高校と
の協議により拡
大しながら継続
している。ま
た、高校と連携
し、広く周知を
図っているが入
学者数が増えて
いないものと考
えられる。
もう少し、分析
し引き続き入学
者数の確保に向
けた支援策を検
討し継続する必
要がある。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：砂川高校の支援に係る経費 指標の求め方：印刷製本費、手数料、補助金の支給実績

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：砂川高校への入学間口数 指標の求め方：砂川高校を受験し、実際の入学間口数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

8,016

成果指標１
（単位/間口）

3

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　平成27年度から砂川高校の魅力を高めるための支援を高校側との協
議により拡大しながら継続してきたが、更に入学者数確保に向けた支
援策を検討しなければならない。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

2－3－1 3－2－8 －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

10,660,000 10,555,000 10,555,000 31,770,000 1,148,000 0 32,918,000

10,666,000 0 10,666,000 0 0 10,666,000

10,294,000 10,294,000 0 0 10,294,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

17,100,000 16,100,000 16,100,000 49,300,000 0 0 49,300,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

15,918,000 54,201,000 28,501,000 98,620,000 49,407,000 1,300,000 71,695,000 1,300,000 1,300,000 1,300,000 1,300,000 5,200,000 175,515,000

46,360,000 16,170,000 14,471,000 77,001,000 28,076,000 0 105,077,000

46,581,959 16,919,118 17,494,861 80,995,938 0 0 80,995,938

43,678,000 80,856,000 55,156,000 179,690,000 49,407,000 1,300,000 72,843,000 1,300,000 1,300,000 1,300,000 1,300,000 5,200,000 257,733,000

57,026,000 16,170,000 14,471,000 87,667,000 0 0 28,076,000 0 0 0 0 0 115,743,000

56,875,959 16,919,118 17,494,861 91,289,938 0 0 0 0 0 0 0 0 91,289,938

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額 1,148,000

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

R4.3補正による
減（工事請負
費）△2,268千
円

老朽化に伴う修
繕料の増（小学
校費1,180千
円、中学校費96
千円）

老朽化に伴う修
繕料の増（小学
校費2,855千
円、中学校費
670千円）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

事業メニューの違
いによる増（対前
年比163.7％）
工事請負費の増
(小学校費3,992千
円、中学校費
17,519千円)

事業メニューの
違いによる減
（対前年比
28.4％）

事業メニューの
違いによる減
（対前年比
89.5％）

事業メニューの違い
による減（対前年比
194％）
備品購入費の増（小
学校費15,393千円、
中学校費4,474千
円）

実　績　額 0

事業費予算の
内容

修繕料
委託料（ワックス
塗布）
工事請負費
備品購入費(ガス
器具、ﾌﾟｰﾙ上屋）
楽器購入費

修繕料
工事請負費
備品購入費(芝
刈機）
楽器購入費

修繕料
工事請負費（北
光小、空小旧教
員住宅解体、旧
石中空調設備移
設）

修繕料、工事請
負費（旧石山中
学校教員住宅解
体）、備品購入
費(小中学校校務
用パソコン購
入）

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 22,136,000

予算計上額 28,076,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 20,988,000

予算計上額 28,076,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

市内小・中学校は既に建設されてから20年以上が経過し老朽化が進んでいる事から、必要な改修や修繕を行うことで児
童生徒の学校生活における安全で快適な教育環境を維持する。

例年８月に全小・中学校に対し、学校施設・設備・環境整備に係る要望調査を実施し、提出された要望事項について、
現地の確認、聞き取り調査を行ったうえで、精査・検討し、①年度内に対応、②新年度新規予算で対応、③新年度経常
経費で対応、④総合計画の中で計画的に対応、⑤当面実施しないものに区分して修繕等を実施する。また、要望調査対
象外の軽微な修繕は日常的に発生するため、都度、現地確認のうえ対応する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内小中学校。
【参考】校舎の建設年（主なもの）
　・砂川小学校：Ｓ47･48年　・豊沼小学校  ：Ｈ４年　　・中央小学校：Ｈ２年　・北光小学校：Ｓ61年
　・空知太小学校：Ｓ54･62年　・砂川中学校：Ｈ６･７年　・石山中学校  ：Ｓ46･50.60年、Ｒ４年閉校
　※砂川小学校校舎、空知太小学校旧校舎、石山中学校旧校舎・体育館は耐震改修済

施設等の必要な整備（改修・修繕）を実施することにより、児童・生徒の学校生活における安全で快適な教育環境が確
保される。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

市内の小・中学校は、平成７年に砂川中学校と豊沼中学校を統合、令和５年に石山中学校を閉校、現在の小学校５校、中学校１校の配置となり、施設の維持管理を行っている。
砂川小学校、空知太小学校は、昭和40年・50年代に校舎が建設されており、特に老朽化が進んでいる。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 小中学校施設整備事業 平成23年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－6 学務課総務係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 43,678 80,856 55,156 61,603 1,800 8,729 ― ― ―

実績値 56,876 16,920 17,495

計画値 83.3 83.3 83.3 84.5 91.8 84.5 84.5 84.5 90.0

実績値 90.9 91.8 95.1

あまり達成されていない

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 普通である

自己分析：
　学校施設・設
備の老朽化に伴
い、学校からの
修繕要望に対す
る修繕よりも突
発的な修繕の数
の方が多く、半
数以上を占めて
いる状況である
が、児童・生徒
の安全面が最優
先のものから実
施していること
から、大きな事
故等は発生して
いない。
　今後において
は、小・中学校
の適正配置によ
る学校施設の整
備が予定されて
いることから、
計画的に維持し
ていく必要があ
る。

自己分析：
　学校施設・設
備の老朽化に伴
い、学校からの
修繕要望に対す
る修繕よりも突
発的な修繕の数
の方が多く、半
数以上を占めて
いる状況である
が、児童・生徒
の安全面が最優
先のものから実
施していること
から、大きな事
故等は発生して
いない。
　今後において
は、義務教育学
校開校に向け
て、計画的に維
持していく必要
がある。

自己分析：
　学校施設・設
備の老朽化に伴
い、学校からの
修繕要望に対す
る修繕よりも突
発的な修繕の数
の方が多く、半
数以上を占めて
いる状況である
が、児童・生徒
の安全面が最優
先のものから実
施していること
から、大きな事
故等は発生して
いない。
　今後において
は、義務教育学
校開校に向け
て、計画的に維
持していく必要
がある。

判断理由：
　全ての学校が
築20年を経過し
老朽化が進んで
いる状況におい
て、突発的な修
繕の実施によ
り、学校生活へ
の支障や重大な
事故にはつな
がっていない。
また、各学校の
状態に応じた改
修・修繕が概ね
計画通りに行わ
れている事か
ら、効率的に事
業が実施されて
いるものと判断
される。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　築20年以上経過した学校施設の延命化を図り、安全で快適な教育
環境を維持していくためには、引き続き、突発的に発生する修繕を
行っていく必要がある。
　また、老朽化の進行が著しく、大規模な施設の不具合が増加傾向
にあるが、令和８年度に義務教育学校開校を予定していることか
ら、計画的に維持していく必要がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

10,856

成果指標１
（単位/％）

83.3

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：施設・設備・教材等の整備の満足度 指標の求め方：学校評価アンケートで「満足」「概ね満足」と回答した保護者の割合(小学校5校、中学校2校)

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：施設整備に係る経費 指標の求め方：施設整備に係る事業費(実績)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

3－3－2 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

5,903,000 5,903,000 5,903,000 17,709,000 2,895,000 2,067,000 8,180,000 2,040,000 2,000,000 1,997,000 1,944,000 7,981,000 33,870,000

5,903,000 4,587,000 3,558,000 14,048,000 3,218,000 0 17,266,000

5,780,953 4,014,596 3,399,280 13,194,829 0 0 13,194,829

5,903,000 5,903,000 5,903,000 17,709,000 2,895,000 2,067,000 8,180,000 2,040,000 2,000,000 1,997,000 1,944,000 7,981,000 33,870,000

5,903,000 4,587,000 3,558,000 14,048,000 0 0 3,218,000 0 0 0 0 0 17,266,000

5,780,953 4,014,596 3,399,280 13,194,829 0 0 0 0 0 0 0 0 13,194,829

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費

実績との比較
（増減理由）

122,047円
（執行残）

572,404円（執行
残）

158,720円（執行
残）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

児童生徒数の減
少による減(小学
校教材備品費△
193千円、中学校
教材備品費△108
千円)

児童生徒数の減
少による減(小学
校教材備品費△
896千円、中学校
教材備品費△381
千円、通級指導
教室教材備品費
△39千円)

児童生徒の減少
による減、石山
中学校閉校によ
る減（小学校教
材費△277千円、
中学校教材備品
費△752千円）

児童生徒数の減
少による減(小
学校教材備品費
△249千円、中
学校教材備品費
△91千円)

実　績　額 0

事業費予算の
内容

小学校教材備品
費・図書購入
費、中学校教材
備品費・図書購
入費、通級指導
教室教材備品費

小学校教材備品
費・図書購入
費、中学校教材
備品費・図書購
入費、通級指導
教室教材備品費

小学校教材備品
費・図書購入
費、中学校教材
備品費・図書購
入費、通級指導
教室教材備品費

小学校教材備品
費・図書購入
費、中学校教材
備品費・図書購
入費、通級指導
教室教材備品費

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 3,218,000

予算計上額 3,218,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 3,218,000

予算計上額 3,218,000

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

目的
(何のために実施する
のか）

　学習指導要領に基づく必要な教材備品の整備や充実を図ることにより、児童生徒にとって分かりやすく充実した授業を
提供し、学校教育活動の振興及び円滑な運営を図る事ができる。
　また、小・中学校図書館用の図書の入替えや不足図書の購入を進めることにより学校図書を充実させ、児童生徒の自由
な読書活動や主体的な学習活動を支援する

教材備品及び学校図書館用図書の購入について、毎年２月に各小・中学校に対して学校均等割、学級数割等により算定し
た予算配当を通知し、３月に教材備品の購入計画書、４月に学校図書館用図書の購入計画書の提出を受けた後、計画内容
を精査のうえ、購入する教材備品・図書を決定する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小・中学校の児童生徒。

　児童生徒に対する効果的な教材備品を整備することにより、児童生徒にとってわかりやすく充実した授業を提供ること
ができる。
　また、学校図書館の充実は、国が目標として設定している学校図書館図書標準に近づけていくことで必要な蔵書数の確
保が図られ、効果的な読書活動の継続につながる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

本事業は、次代を担う児童生徒が学校教育を受けるために必要な教材備品を整備する欠かすことのできない基本的な事業として実施されており、この間、行財政改革等により経常経費の削減等を実施した際にも、予算を確保すべき優先順位の高い
事業の１つとして位置付けられてきた。
なお、平成16年度に学校教育係を減員したことに伴い、本事業に係る予算の措置や執行に関する事務分掌は、学校教育係から総務係に変更した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 学校教材備品充実事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－6 学務課総務係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 5,903 5,903 5,903 5,903 5,903 5,903 5,903 5,903 5,903

実績値 5,781 4,015 3,400

計画値 83.3 83.3 83.3 84.5 84.5 84.5 84.5 84.5 90.0

実績値 90.3 91.8 95.1

ほぼ達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：
　必要な教材備
品は、提出され
た購入計画書に
基づき100％購入
しており、各学
校の教育目標に
添った効果的な
備品の活用がな
された。
　また、図書購
入を目的とした
予算を各学校へ
配当することで
蔵書数が年々増
え、児童生徒の
自主的な学習活
動の糧になっ
た。

自己分析：
　必要な教材備
品は、提出され
た購入計画書に
基づき100％購入
しており、各学
校の教育目標に
添った効果的な
備品の活用がな
された。
　また、図書購
入を目的とした
予算を各学校へ
配当することで
蔵書数が年々増
え、児童生徒の
自主的な学習活
動の糧になっ
た。

自己分析：
　必要な教材備
品は、提出され
た購入計画書に
基づき100％購入
しており、各学
校の教育目標に
添った効果的な
備品の活用がな
された。
　また、図書購
入を目的とした
予算を各学校へ
配当することで
蔵書数が年々増
え、児童生徒の
自主的な学習活
動の糧になっ
た。

判断理由：
　教材備品に係
る予算を各学校
に配当する事
で、それぞれの
教育目標の達成
や特色のある授
業を行うための
効果的な備品が
購入されてい
る。
また、備品のう
ち学校図書の購
入額を定める事
で、毎年、一定
程度の増冊が図
られており、限
られた予算の中
で事業の目的が
概ね達成されて
いるものと判断
される。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
　教材備品については、予算の範囲内において、各学校の教育目標の
達成や特色のある授業を行うための効果的な備品はある程度揃ってお
り、故障品や古くなった教材備品の更新は今後も必要である。また、
ICTに係る教材備品の購入も増えており、学校が定めた計画を基に購
入に係る協議を行っていく。学校図書の充実について、例年同様、教
材備品のうち図書の購入額を定めて毎年一定程度の増冊を図っていく
事で蔵書率の向上に努め、自主的な学習活動につなげていく。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

5,903

成果指標１
（単位/％）

83.3

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：施設・設備・教材等の整備の満足度 指標の求め方：学校評価アンケートで「満足」「概ね満足」と回答した保護者の割合(小学校5校、中学校2校)

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：教材備品に係る経費 指標の求め方：教材備品に係る事業費(実績)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－3－5 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,000 2,000 2,000 6,000 2,000 2,000 6,000 2,000 2,000 2,000 2,000 8,000 20,000

2,000 2,000 2,000 6,000 2,000 0 8,000

880 1,760 0 2,640 0 0 2,640

2,000 2,000 2,000 6,000 2,000 2,000 6,000 2,000 2,000 2,000 2,000 8,000 20,000

2,000 2,000 2,000 6,000 0 0 2,000 0 0 0 0 0 8,000

880 1,760 0 2,640 0 0 0 0 0 0 0 0 2,640

目的
(何のために実施する
のか）

小学校入学予定者に対し、あらかじめ健康診断及び知能検査を実施することにより、就学予定者の状況を把握し、保護
者や入学予定学校に対し、必要な助言や指導を行う。

市内小学校の次年度第1学年入学予定者を一同に集め、健康診断及び知能検査を実施する。知能検査について、保護者か
ら就学予定者を離し、1部屋の中で学校教諭の指導のもとで行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

小学校就学予定者

発達状況や、集団生活に適応できるかどうか等について検査することにより、心身の発達に遅れの懸念が見られた場合
は、保護者に情報提供し、適切な就学の場の検討について、早期に対応を図るよう相談やアドバイスを行うことができ
る。また、必要に応じて、専門家で組織する砂川地区特別支援教育推進委員会において、就学後の在籍学級等（普通学
級・特別支援学級・特別支援学校）の適正を協議することになるが、その際の重要な判断材料になる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 就学時健康診断等事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－7 学務課学校教育係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

学校保健安全法で、次年度就学する予定の市内在住児童について実施することが規定されている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 2,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 2,000

予算計上額 2,000

予算計上額 2,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

費用弁償 費用弁償 費用弁償 費用弁償

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

教育相談従事者
が1名減ったこ
とによる減額

予算通り執行し
ている

教育相談従事者
が欠席による減
額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 100.0 100.0 100.0

計画値 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

実績値 8 8 13

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 極めて良好である

自己分析：
就学予定者に漏
れなく健診の周
知ができた。ま
た、実務経験の
ある各小学校の
教員が知能検査
を担い、専門知
識を持つ特別支
援学校の教員が
教育相談を担う
ことで円滑な実
施が図られた。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で当日欠席者
が多くなってし
まったものの、
全就学予定者に
滞りなく知能検
査・各種健診を
実施することが
できた。(当初
予定日欠席者は
後日、まとめて
実施)また、実
務経験のある各
小学校の教員が
知能検査を担
い、専門知識を
持つ特別支援学
校の教員が教育
相談を担うこと
で円滑な実施が
図られた。

自己分析：
就学予定者に漏
れなく健診の周
知ができた。ま
た、実務経験の
ある各小学校の
教員が知能検査
を担い、専門知
識を持つ特別支
援学校の教員が
教育相談を担う
ことで円滑な実
施が図られた。

判断理由：
令和３・４年と
もに新型コロナ
ウイルス感染症
の影響を受け
て、欠席者が多
い・感染症対策
を講じての実施
となるなど、通
常と異なること
はあったが、入
学予定者の漏れ
も無く滞り無く
実施できている
ことから判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：就学時健診受診率 指標の求め方：当該年度における就学時健診において、就学指導の対象となった児童が受診した割合(健診受診者/健診受診対象者）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：教育相談件数 指標の求め方：就学時健診における教育相談件数 (教育相談件数については、計画値の設定が困難であるため実績値のみの管理とする)

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

100.0

成果指標１
（単位/件）

―

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
学校保健安全法で規定している項目について実施しており、「現状
のまま継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

新規(掲載) 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,087,000 8,361,000 27,625,000 37,073,000 1,287,000 477,000 2,933,000 477,000 477,000 477,000 477,000 1,908,000 41,914,000

1,087,000 1,174,000 931,000 3,192,000 1,169,000 0 4,361,000

515,160 1,070,219 540,166 2,125,545 0 0 2,125,545

1,087,000 8,361,000 27,625,000 37,073,000 1,287,000 477,000 2,933,000 477,000 477,000 477,000 477,000 1,908,000 41,914,000

1,087,000 1,174,000 931,000 3,192,000 0 0 1,169,000 0 0 0 0 0 4,361,000

515,160 1,070,219 540,166 2,125,545 0 0 0 0 0 0 0 0 2,125,545

目的
(何のために実施する
のか）

少子化に伴い学校の小規模化が進行する中、将来に渡り子どもたちの持続的で健全な育成を図るため、平等かつ公平な
教育指導及び統一的な教育活動の維持・確保等、充実した教育環境の整備を進め、小中学校の適正規模・適正配置を目
指す。

適正配置計画に基づき学校統合及び義務教育学校の設置を含めた小中一貫教育の推進を図る。なお、検討・調整が必要な事項については、学校関係
者、保護者、地域および関連団体等との協議を図る必要があることから、砂川市立小中学校統合準備委員会を設置し、学校運営や施設整備、スクー
ルバスの運行計画、学校の形態・建設について協議を行っていく。また、小中一貫教育の導入を推進するため、砂川市小中一貫教育推進委員会を設
置するとともに、先進地の視察等情報収集に努め、特色ある学校及び効果的な教育課程の編成を目指して調査・研究を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市立小中学校（児童・生徒）
・　社会情勢等の変化に適応した環境を整えることで、統一的かつ充実した学習機会の確保ができる。
・　高度情報化やグローバル化等の適応を含め、新たな学習指導要領に沿った教育・指導の推進が着実に図られる。
・　学力や技能をはじめ、思考力や判断力、社会性や規範意識等の向上が期待できる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 小中学校適正配置推進事業 平成30年度　～　令和12年度

事業性質区分 新規・継続 3－2－8 学校再編課学校再編係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

少子化問題や地域コミュニティの変貌、グローバル社会の進行をはじめとした昨今の社会情勢の変化や、新学習指導要領の推進に伴う教育課程のあり方など、学校が直面する課題を鑑みて、平成 30 年度より小中学校の適正規模・適正配置の
検討を開始し、関係する団体・組織の協力を得ながら、令和元年６月に「砂川市立小中学校適正配置基本方針」を策定し、小学校の統合にあっては、教育環境の統一的な整備や今後の小中連携等の円滑な推進を鑑みて、全５校を１校へ、中学
校にあっては、２校を１校へ統合することとし、令和４年度末に石山中学校を閉校し、令和５年４月に砂川中学校に統合した。また、令和４年に「砂川市義務教育学校基本構想」を策定し、多様性を尊重する態度、互いのよさを生かして協働
する力、持続可能な社会づくりに向けた態度、優しさや思いやりなど、子どもたちの「生きる力」を育むことをねらいとし、令和８年度に義務教育学校を開校することとした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,169,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,169,000

予算計上額 1,169,000

予算計上額 1,169,000

実　績　額

実　績　額 0

事業費予算
の内容

委員報償700千円
費用弁償 55千円
普通旅費271千円
消耗品 61千円

委員報償758千円
費用弁償 54千円
普通旅費321千円
消耗品 13千円
車借上料 28千円

委員報償 700千円
費用弁償 45千円
普通旅費 86千円
消耗品 100千円

委員報償 700千円
費用弁償 45千円
普通旅費 244千円
消耗品費 150千円
負担金 30千円

前年度予算
との比較
（増減理

由）

開催回数の増に
よる委員報償及
び旅費の増

委員数の増によ
る委員報償の増
及び視察に関す
る旅費及び車借
上料の増

委員数の減によ
る委員報償の減
及び視察に関す
る旅費及び車借
上料の減

小中一貫教育全
国連絡協議会加
入による負担金
及び小中一貫教
育全国サミット
参加旅費の増

実績との比
較（増減理

由）

開催回数の減によ
る委員報償の減及
びコロナ感染拡大
による視察取り止
めによる旅費の減

費用弁償の減 開催回数の減に
よる委員報償及
び費用弁償の減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
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推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1,087 851 851 790 790 436 91 0 0

実績値 516 1,071 541

計画値 14.3 14.3 14.3 16.7 16.7 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 14.3 14.3 16.7

あまり達成されていない

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：
砂川市立小中学
校統合準備委員
会及び砂川市小
中一貫教育推進
委員会を設置
し、小中学校の
統合及び小中一
貫教育の推進に
ついて協議を実
施している。ま
た、今後におい
ても、令和５年
度の中学校統
合、令和８年度
に小学校の統
合、義務教育学
校の開校に向け
て協議を行い、
小中学校の適正
配置に務める。

自己分析：
砂川市立小中学
校統合準備委員
会及び砂川市小
中一貫教育推進
委員会を設置
し、中学校の統
合、義務教育学
校の開校及び小
中一貫教育の推
進について協議
を実施し、予定
通り石山中学校
を閉校し、砂川
中学校との統合
を行った。
今後において
は、令和８年度
の義務教育学校
の開校に向けた
具体的な協議を
行い、小中学校
の適正配置に務
める。

自己分析：
石山中学校と砂
川中学校を統合
し、令和８年度
の義務教育学校
の開校に向け
て、砂川市立小
中学校統合準備
委員会で協議を
進め、校名を
「砂川市立砂川
学園」と決定し
た。また、砂川
市小中一貫教育
推進委員会にお
いても、令和７
年度からの小中
一貫教育の導入
に向けた協議・
取組みを行って
いる。

判断理由：
活動指標につい
ては、年度に
よって増減はあ
るが、当初の予
定通り、令和４
年度に石山中学
校を閉校し、令
和５年度に砂川
中学校へ統合し
た。また、令和
８年度の義務教
育学校の開校に
向けた協議が順
調に進んでいる
ことから、良好
であると判断し
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：適正配置基本計画の実施にかかるコスト 指標の求め方：計画の実施に対する支出額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：小中学校の適正配置の進捗率 指標の求め方：適正な規模で適正に配置されている市内小中学校の割合

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

790

成果指標１
（単位/％）

16.7

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
義務教育学校の開校に向けては、砂川市立小中学校統合準備委員会
において、スクールバスの運行や義務教育学校の制服や学校名など
の協議が行われ、砂川市小中一貫教育推進委員会において、学校間
連携の取り組みや、小中一貫教育の推進に向けた取り組みが協議・
実施されている。また、義務教育学校の建設を進めるにあたり、子
どもワークショップや市民ワークショップ、意見収集会などを実施
し、市民の意見を取り入れながら基本設計書を策定した。９月から
は学校名の公募を実施するなど、開校に向けた準備も進んでいるこ
とから、「現状のまま継続」とした。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)


